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計画策定にあたり 

 

本町では、平成 20 年３月に「大木町男女共同参画計画」（計画期間平成 20 年

度～29 年度）を策定し、男女共同参画の推進に向け様々な施策、事業に取り組

んでまいりました。しかしながら、令和元年に福岡県が行った「男女共同参画

社会に向けての意識調査」では、「男は仕事、女は家庭」といった固定的性別役

割分担意識が、高齢男性を中心に根強く残っており、また、政策や方針の決定

過程への女性の参画においても低い状況が続いており、男女共同参画の更なる

推進が重要となっております。 

本町では、平成 31 年４月に大木町男女が認め合い社会参画を推進する条例を

制定致しました。これは、町、議会、町民、地域組織、事業者等、教育に携わる

者がそれぞれの役割の下、互いに連携して、今までの計画をさらに実行性の高

いものとし、男女共同参画計画をさらに推し進めるためにこの条例を制定した

ものです。 

これらを踏まえ、今回、大木町男女共同参画計画の理念を引き継ぐ計画とし

て、男女がお互いを認め合い、それぞれが持つ個性を十分に発揮できる社会の

実現に向け、「ともに認め合い、支えあい、自分らしく暮らせるまちづくり」を

基本理念とする、「第３次大木町男女共同参画計画」を策定いたしました。策定

においては、前計画の施策の進捗状況をはじめ、社会の動きや、国や県の施策

の動きを踏まえるとともに、あらたな基本目標を加え、女性活躍推進法に基づ

く、女性活躍推進計画と一体となった計画として位置づけております。 

今後は、この計画に基づき、男女共同参画の推進に向けた取組みを進めてま

いりますが、本計画の推進にあたっては、町民の皆様をはじめ、地域や事業所、

関係機関、団体の一人ひとりが主体的に取り組み、総合的に推進していくこと

が重要となりますので、皆様のご理解、ご協力を賜りますようお願いいたしま

す。 

最後になりましたが、本計画の策定にあたり、貴重なご意見を賜りました、

大木町男女共同参画審議会の委員の皆様をはじめ、パブリックコメントなど、

ご協力いただきましたすべての皆様に厚くお礼申し上げます。 

 

 

令和５年８月 大木町長 広松 栄治 
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第１章 基本的な考え方 

 

１．計画策定の背景 

 

国・県の動き 

 国は、1985 年（昭和 60 年）に「女子差別撤廃条約」を批准し、これに伴い男女平等を

進めるための関係法令や制度の整備が求められ、1986 年（昭和 61 年）に「雇用の分野に

おける男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」（以下「男女雇用機会均等法」と

いう。）が施行されました。1999 年（平成 11 年）には、男女共同参画社会の形成の促進に

関する基本理念を定めた「男女共同参画社会基本法」が成立し、翌年に同法に基づく男女

共同参画基本計画が策定され、男女共同参画社会の実現に向けた動きが大きく前進しまし

た。その後、2001 年（平成 13 年）には「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する法律」（以下「ＤＶ防止法」という。）が施行され、改正を重ねながら女性への暴力根

絶に向けた取組みが進められました。 

そして、2016 年（平成 28 年）には、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法

律」（以下「女性活躍推進法」という。）が施行され、女性の活躍に推進に向けた取組みが

進められています。加えて、2018 年（平成 30 年）には男女の候補者の数ができる限り均

等になることを目指した「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」が公布さ

れました。 

2020 年（令和 2 年）に閣議決定された「第５次男女共同参画基本計画」を着実に実行さ

せていくため、「女性活躍・男女共同参画の重点方針（女性版骨太方針）」にて重点的に取

り組む事項を定めています。 

 県においても、国際的な動きや国の施策を受け、「福岡県男女共同参画推進条例」の制定

や同条例に基づく「福岡県男女共同参画推進計画」の策定など、女性の地位向上や男女共

同参画社会の推進に向けた取組みが進められてきました。 

 

町の動き 

 大木町では、生涯学習や人権教育などを通じて、人権問題の中の「女性問題」として取

組みを進めていましたが、国や県の施策を受け男女がお互いを認め合い、それぞれが持つ

個性を十分に発揮できる社会の実現に向け、「ともに認め合い、支えあい、自分らしく暮ら

せるまちづくり」を基本理念とした「第２次大木町男女共同参画計画」を 2018 年（平成

30 年）に策定し、2019 年（平成 31 年）には「大木町男女が認め合い社会参画を推進する

条例」を制定し、男女共同参画のまちづくりを推進する基本理念を定めました。 

 

 

２．計画の基本理念 

 

 大木町では、男女がお互いを認め合い、それぞれが持つ個性を十分に発揮できる社会の

実現に向け、「ともに認め合い、支えあい、自分らしく暮らせるまちづくり」と位置づけ、
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「第２次大木町男女共同参画計画」に基づき、男女共同参画社会の実現に向けた取組を進

めてきました。しかしながら、現状では、実現に向けた課題が多く残されています。  

本計画では、引き続き、男女がお互いを認め合い、それぞれが持つ個性を十分に発揮で

きる社会の実現に向け、「ともに認め合い、支えあい、自分らしく暮らせるまちづくり」を

基本理念に、各施策や事業を展開していくこととしています。 

 

 

３．計画の位置づけ 

 

 本計画は、「男女共同参画社会基本法」第 14 条第３項に基づく、市町村男女共同参画計

画であるとともに、2019 年（平成 31 年）に制定された「大木町男女が認め合い社会参画

を推進する条例」に基づいた計画としています。 

併せて、「DV 防止法」第２条の３第３項及び、「女性活躍推進法」第６条第２項の規定

に基づく町の基本的な計画としています。 

また、大木町自治総合計画に定められた、将来像「まちの個性が光る暮らしと文化が育

つまち」を実現するための政策「人権教育・啓発、男女共同参画の推進」を実現する個別

計画としています。 

 

 

４．基本目標及び達成すべき目標 

 

 本計画では、大木町自治総合計画に定められた施策項目「男女共同参画社会の推進」の

主要施策を基本目標としています。また、本計画の成果指標として、計画期間中に達成す

べき目標を設定しています。 

 

 基本目標Ⅰ 男女共同参画の社会実現のための意識改革 

基本目標Ⅱ 誰もが安心して暮らせる社会の実現 

基本目標Ⅲ 性別にとらわれず活躍できる社会の実現 

 

 成果指標（達成すべき目標） 

 １ 「男は仕事、女は家庭」といった考え方に同感しない人の割合を 80％以上とします。 

 ２ ＤＶ防止と被害者保護のためのＤＶ関係課間のネットワーク会議研修会を年３回以

上開催し、職員の意識醸成を図ります。 

 ３ 審議会等における女性委員の数を総委員数の 40％以上とします。 

 

 成果指標を達成するための具体的施策（重点施策） 

 ・【Ⅰ-1-(1)】町民に向けた男女共同参画の啓発 

 ・【Ⅱ-1-(2)】ＤＶ等関係課職員への研修 

・【Ⅲ-4-(1)】審議会委員などへの女性の登用の促進 
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５．計画の期間 

 

本計画の期間は、令和５年度から令和９年度の５年間とし、社会情勢や国、県の施策

の動向により、本計画に不具合が生じた場合は見直すこととします。 
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６．第３次大木町男女共同参画計画体系表と達成すべき目標 

 

 

基本理念 ともに認め合い、支えあい、自分らしく暮らせるまちづくり 

        

   基本目標  施策の方向 
成果指標（達成す

べき目標） 

 

      

男

女

共

同

参

画

社

会

の

形

成 

  

Ⅰ．男女共

同参画の

社会実現

のための

意識改革 

 

１．家庭や地域への啓発と学習の推進 

２．男女共同と自立を目指す教育の推

進 

 

「男は仕事、女は家

庭」といった考え方

（固定的な性別役割

意識）に同感しない

人の割合を 80％以上

とします 

   

   

   

   

   

      

  

Ⅱ．誰も

が安心し

て暮らせ

る社会の

実現 

 

１．配偶者やパートナーからの暴力の

根絶（DV 防止基本計画） 

２．生涯を通じた男女の健康支援 

３．子育て・介護など多様な家族形態に

対応した支援 

 

ＤＶ防止と被害者

保護のためのＤＶ

関係課間のネット

ワーク会議研修会

を年３回以上開催

し、職員の意識醸

成を図ります 

   

   

   

   

   

   

   

   

    

  
Ⅲ．性別

にとらわ

れず活躍

できる社

会の実現

（女性活

躍推進計

画） 

 １．女性が活躍できる就労環境づくり 

２．ワーク・ライフ・バランスの推進 

３．女性のエンパワーメントの支援 

４．政策・方針決定過程への女性の参画

推進 

５．農業及び商工自営業における男女

共同参画推進 

６．町民と行政の協働による男女共同

参画の地域づくりの推進 

審議会等における

女性委員の数を総

委員数の 40％以

上とします 

   

   

   

   

   

      

  計画の推

進体制 

 １．推進体制の整備 

２．計画の進行管理    
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第２章 実施計画 

 

各種施策の課題・目標と具体的な施策 

 

 計画を着実かつ効果的に推進していくために、基本目標ごとに施策の方向性を設定し、

具体的な施策を示しています。具体的施策には、施策を実施する担当課及び実施年度を設

定しています。 

 

※重点施策は、本計画の成果指標として、設定した計画期間中に達成すべき目標に直結す

る重要な施策としており、重点的に進行を管理していきます。 

※新規は、今回の計画から新たに追加、設定した施策です。 

 

 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

（※重点施策／※新規施策） 

 

各施策の方向を達成するため

に必要な施策を記載していま

す。 

具体的施策ごとに行うべき事業や事務などを

記載しています。 

各事業などを

行う担当課を

記載していま

す。 

（◎印がある

課は、主体的

に担当する課

です。） 

【実施年度】 

施策を実施する年度を記載しています。 
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基本目標Ⅰ 男女共同参画社会実現のための意識改革 

 

現状と課題 

 

 男女共同参画社会を形成していくためには、男女が性別に関わらず、互いの人権を尊重

し、個性や能力を認め合い、個人自らが自立し、生き方や暮らし方を選択できることが重

要です。しかしながら、社会に残る様々な制度や慣習には、「男は仕事、女は家庭」といっ

た固定的な性別役割意識が残っており、男性と比べ女性のほうが家事や育児、介護などの

負担が大きいことや、仕事を持つ女性においては妊娠・出産により退職せざる得ない状況

があるなど、この固定的な性別役割分担意識が、社会や地域において個人が持つ能力を十

分に発揮できない状態の要因となっています。 

福岡県が令和元年に行った「男女共同参画社会に向けての意識調査」においても、「男は

仕事、女は家庭」という考え方に、男性の 41.9％、女性の 39.9％が同意しており（表１）、

また、町が令和４年に行った「大木町人権に関する町民意識調査」においては、男性の

24.1％（前回ポイント 41.9％）、女性の 16.9％（前回ポイント 31.6％）が同意しており（表

１）前回調査時より大幅に減ってきているものの、66 歳以上に対象を絞ると同意する割合

は 33.5％と依然として高く、世代によってはこのような固定的な性別役割意識の考え方が

根付いているといえます。 

この社会に残る固定的な性別役割意識を解消していくためには、一人ひとりの意識づく

りが重要であり、固定的な性別役割意識に基づく制度や慣習を見直していくことが必要で

す。このためには、家庭や地域、学校における学習や教育を通じて理解や知識を深めてい

くことが重要となっています。特に、幼少期から男女平等参画意識の形成を進めていくこ

とは、今後の男女平等社会の形成に向け大きな役割を果たすものと考えています。  

 

施策の方向 

 

１．家庭や地域への啓発と学習の推進 

２．男女共同と自立を目指す教育の推進 
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表１：「男性は仕事、女性は家庭」という考え方への賛否 

 標
本
数 

同
感
す
る 

あ
る
程
度
同
感
す
る 

あ
ま
り
同
感
し
な
い 

同
感
し
な
い 

無
回
答 

賛
成
派 

反
対
派 

 

女
性 

18 歳～20 代 118 3.4 28.8 25.4 38.1 4.2 32.2 63.5 

資
料
① 

30 代 169 3.0 35.5 29.0 31.4 1.2 38.5 60.4 

40 代 208 3.8 38.5 35.1 22.1 0.5 42.3 57.2 

50 代 235 5.5 34.0 28.9 27.2 4.3 39.5 56.1 

60 代 269 3.7 39.0 31.6 22.7 3.0 42.7 54.3 

70 代以上 135 3.7 37.0 29.6 22.2 7.4 40.7 51.8 

合計 1,142 3.9 36.0 30.6 26.4 3.2 39.9 57.0 

男
性 

18 歳～20 代 76 3.9 18.4 47.4 28.9 1.3 22.3 76.3 

30 代 99 10.1 23.2 35.4 28.3 3.0 33.3 63.7 

40 代 163 4.3 38.0 31.3 23.3 3.1 42.3 54.6 

50 代 150 4.7 33.3 34.0 27.3 0.7 38.0 61.3 

60 代 229 5.7 41.0 30.1 21.0 2.2 46.7 51.1 

70 代以上 137 13.9 39.4 29.9 16.8 ‐ 53.3 46.7 

合計 860 7.0 34.9 32.9 23.5 1.7 41.9 56.4 

無回答 17 5.9 35.3 29.4 29.4 ‐ 41.2 58.8 

全体合計 2,005 5.2 35.5 31.6 25.1 2.5 40.7 56.7 

R4 大木町女性 332 1.5 15.4 32.8 47.6 2.7 16.9 80.4 

資
料
② 

R4 大木町男性 270 1.5 22.6 35.2 40.0 0.7 24.1 75.2 

R4 大木町無回答・

どちらでもない・

答えたくない 

4 - - - 100.0 - - 100.0 

R4 大木町合計 611 1.5 18.5 33.4 44.7 2.0 20.0 78.1 

資料：①福岡県「男女共同参画社会に向けての意識調査」（令和２年３月） 

               ②大木町「大木町人権に関する町民意識調査」（令和４年） 

 県においては、「男は仕事、女は家庭」という考え方に反対する人の割合が賛成する人の

割合を若干超えているものの、男性においては、賛成する人の割合が多くなっている。   

町においては、「男は仕事、女は家庭」という考え方に反対する人の割合が県全体より高

くなっている。しかし、男性と女性の考え方に５ポイント以上の開きがある。 

※「賛成派」は「同感する」「ある程度同感する」と回答した割合の合計、「反対派」は「同 

感しない」「あまり同感しない」と回答した割合の合計としています。  
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具体的施策 

１．家庭や地域への啓発と学習の推進 

（１）男女共同参画社会に向けての啓発の促進 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

※重点施策  

町民に向けた男女

共同参画の啓発 

広報紙等への男女共同参画に関する啓発記事の掲載を行

うとともに、講座やセミナーなどの啓発活動を実施する。

また、男女共同参画週間（６月 23 日～29 日）や県の男

女共同参画の日（11 月第４土曜日）に協調した啓発活動

を実施する。 

まちづくり課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

男女共同参画に関

する情報の積極的

な発信 

広報紙やホームページ、ＳＮＳ、パンフレットなどを活

用し、男女共同参画に関する各種情報（国や県、町が実

施する男女共同参画に関連する講座や研修会、セミナー

など）を広く発信する。 

まちづくり課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

町職員に対する研

修の実施 

町職員に対し、男女共同参画に関する研修を定期的に行

い、町職員自らが率先して男女共同参画社会の推進に取

り組むことを目指す。 
総務課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

 

（２）男女共同参画の理解を深める学習機会の充実 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

各種講座等への男

女共同参画の視点

の導入 

町民を対象とした各種講座やセミナーへ、男女共同参画

を推進する企画を取り入れ理解の促進を図る。 まちづくり課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

町民や団体（町内

事業所）の男女共

同参画に関する学

習や活動の支援 

町民や団体へ積極的に情報を提供するとともに、男女共

同参画に関する学習や活動に対し、活動費用の助成など

の支援を行う。 
まちづくり課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

家庭教育力の向上

を目指す学習機会

の充実 

男女共同による子育てや食育について、理解を深め家庭

教育力の向上を目指すため、子育て家庭を対象とした学

習会等を実施する。 

こども未来課 

健康福祉課 

まちづくり課 
【実施年度】令和５年度～令和９年度 

男女共同参画に関

する図書・資料な

どの充実 

学習機会の充実のため、図書館（大木町図書・情報セン

ター）において男女共同参画に関連する図書や資料を充

実させる。 
まちづくり課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 
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（３）社会制度慣習の見直し 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

身近な慣習や慣行

見直しのための啓

発や学習機会の提

供 

男女共同参画の視点から、身近な慣習や慣行を見直し、

改善を図るため、法律や社会制度についての積極的な情

報の提供や、講座などを通じ学習機会の提供を行う。 
まちづくり課 

【実施年度】 

・情報提供 令和５年度～令和９年度 

・学習機会 令和５年度検討、令和６年度以降実施 

町刊行物や、広報

活動の点検、見直

し 

町などが発行する刊行物や広報活動において、固定的な

性別役割分担にとらわれた表記や表現がないか随時点検

し、見直しを行う。 

全 庁 

 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

 

２．男女共同と自立を目指す教育の推進 

（１）乳幼児期における男女共同参画教育の推進 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

男女共同参画に関

する研修・セミナ

ーの開催 

固定的役割分担意識等男女共同参画について認識を深め

るため、次のことを実施する。 

①支援者（保育士、幼稚園教諭、学童支援員等子育てに

携わる人）を対象にした研修 

②住民（子育て世代包括支援センター利用者や子育てボ

ランティア等）を対象にした講座やセミナー 

こども未来課 

【実施年度】令和５年度検討、令和６年度以降実施 

ジェンダー（社会

的性別）にとらわ

れない就学前教育

の推進 

男女共同参画の視点に立ち、幼児の豊かな人間関係の基

礎や自立の芽生えを培う保育計画に努める。また、保育

内容や教材についても固定的な意識を植え付けないよう

に配慮する。 

こども未来課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

 

（２）学校における男女共同参画教育の推進 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

教職員に対する研

修、啓発の実施 

児童・生徒が持つ性による固定観念と結びついた態度や

行動に対し、適切な指導や教育ができるよう、教職員の

研修や啓発に努め、男女共同参画教育を推進する。 
こども未来課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

男女平等の視点に

立った学校教育の

推進 

人権尊重の視点に立った、男女平等と自立、暴力を許さ

ない教育の推進を目指すため、各教科や道徳教育、特別

活動など、全教育活動を通じて男女の協力や相互理解を

深め、性別に捉われることなく、児童・生徒の人間形成

こども未来課 
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を図るための指導内容や方法の充実に努める。 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

男女平等の視点に

立った進路指導の

推進 

固定的な性別役割分担意識等に影響されることなく、児

童・生徒の個々の能力や適正、個性が活かせる生活観、

職業観の形成に努めるとともに、進学において、あらゆ

る分野を選択できるよう、男女共同参画の視点を踏まえ

た進路指導に努める。 

こども未来課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

生命尊重や人権尊

重の視点からの性

に関する教育の充

実 

児童・生徒の発達段階に応じた性に関する正しい知識や、

自ら考え判断する意思決定能力を身に付け、望ましい行

動がとれるための性教育の充実に努める。また、LGBTQ

といった性的指向や性別違和により悩みを抱える児童・

生徒に対する相談体制等を充実させるとともに、いかな

る理由でもいじめや差別を許さない教育を推進する。 

こども未来課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

男性保護者の学校

行事などへの参加

の促進 

子育ては男女共同の責任であるとの認識のもと、学校行

事や会合への男性保護者の参加を促進する。 こども未来課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 
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基本目標Ⅱ 誰もが安心して暮らせる社会の実現 

 

現状と課題 

 

 男女がお互いの人権を尊重し、確立することが男女共同参画社会を形成する基礎となり

ます。しかし、男性優位の意識（表２）や、その意識に基づく女性への差別的な社会構造

が要因となり、女性に対する暴力やあらゆるハラスメント被害など、女性に対する大きな

人権侵害が問題となっています。 

 特に、配偶者やパートナーなど、親しい間柄での暴力（ＤＶ：ドメスティック・バイオ

レンス）は、女性が被害者となるケースが多く（表３）、根底には、「妻は夫の所有物であ

る」、「妻への暴力は暴力に当たらない」といった誤った考えが要因となっています。  

 ＤＶやあらゆるハラスメントに対する取組は、国においても重要な課題として、これま

で男女雇用機会均等法やＤＶ防止法などの法整備が行われてきました。しかしながら、住

民や地域における認識は十分でなく、これらの問題を防止するためには、住民や地域に対

する積極的な啓発と、関係者の意識や知識の深化が重要となっています。さらに、福岡県

が令和２年に行った「男女共同参画社会に向けての意識調査」において、ＤＶ防止に必要

なことについて、女性、男性ともに約７割が「被害者が早期に相談できるよう身近な相談

窓口を増やす」ことが必要と回答しているように（表４）、ＤＶやあらゆるハラスメントな

どに対応する相談体制や、被害者へのケア体制の充実を図ることも喫緊の課題となってい

ます。 

 また、男女がお互いの身体的特質を十分理解し、お互いの人権を尊重し、思いやりをも

って生涯暮らしていくことも大切です。そのためには、心身やその健康について正確な知

識や情報を入手し、主体的に行動しながら健康を享受していく必要があります。 

特に女性は、妊娠や出産を経験する可能性があり、男性とは異なる健康上の問題に直面

することを、男女がお互いに理解するための取組を進めていくことが重要となっています。 

 

男女共同参画社会は、性別に関わらず、自らの意思で、その個性と能力を発揮し、自分

の生き方を選択することができる社会です。そのためには、今後ますます進展する少子高

齢化に対応した、男女がお互いに責任を持って子育てを行うことができる環境の整備や、

高齢者や障がい者が、精神的、経済的、社会的に自立していくことができる支援や制度の

充実が求められています。また、家族形態が多様化する中、それぞれの家庭が安心して暮

らしていける制度の確立も必要となっています。 

そのためには、子育て支援では、相談機関としての子育て世代包括支援センターの充実

や子育てと仕事の両立を図るための保育サービスの実施などをより充実させるとともに、

着実に進め、性別や年齢、家族の形態に関わらず、一人ひとりが安心して暮らせる地域づ

くりを進めていくことが重要となっています。 

また、母子・父子のひとり親家庭は減少傾向にあるが、経済的な問題（表５）をはじめ、

家庭や仕事、育児など生活上の様々な問題を一人で抱え、不安定な状態に置かれやすい状

況です。ひとり親を含む多様な家庭が安定した生活を送れるよう、就労支援や生活支援な

どあらゆる方向からの支援が重要となっています。 
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施策の方向性  

 

１．配偶者やパートナーからの暴力の根絶（ＤＶ防止基本計画） 

２．生涯を通じた男女の健康支援 

３．子育て・介護など多様な家族形態に対応した支援 

 

 

表２：「社会全体で見た場合」の男女の地位の平等感             （％） 

 標
本
数 

女
性
の
ほ
う
が
優
遇
さ
れ
て

い
る 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
女
性
の

ほ
う
が
優
遇
さ
れ
て
い
る 

平
等 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
男
性
の

ほ
う
が
優
遇
さ
れ
て
い
る 

男
性
の
ほ
う
が
優
遇
さ
れ
て

い
る 

わ
か
ら
な
い 

無
回
答 

女
性
優
遇
感 

男
性
優
遇
感 

女
性 

18～20 代 118 ‐ 5.1 16.1 42.4 19.5 15.3 1.7 5.1 61.9 

30 代 169 ‐ 1.2 5.9 60.9 24.3 6.5 1.2 1.2 85.2 

40 代 208 1.0 4.3 7.2 50.5 31.7 4.8 0.5 5.3 82.2 

50 代 235 0.9 1.7 4.7 50.6 31.5 8.1 2.6 2.6 82.1 

60 代 269 0.4 1.9 9.3 53.9 24.2 6.3 4.1 2.3 78.1 

70 代以上 135 ‐ 3.7 8.1 48.9 26.7 5.2 7.4 3.7 75.6 

男
性 

18～20 代 76 5.3 7.9 21.1 47.4 7.9 10.5 ‐ 13.2 55.3 

30 代 99 3.0 8.1 24.2 42.4 15.2 5.1 2.0 11.1 57.6 

40 代 163 0.6 9.2 13.5 54.6 19.6 1.2 1.2 9.8 74.2 

50 代 150 2.0 3.3 15.3 60.7 15.3 2.7 0.7 5.3 76.0 

60 代 229 1.3 3.1 21.4 53.3 12.7 4.4 3.9 4.4 66.0 

70 代以上 137 1.5 - 12.4 56.2 20.4 6.6 2.9 1.5 76.6 

無回答 17 ‐ 17.6 11.8 29.4 29.4 11.8 ‐ 17.6 58.8 

全体合計 2,005 1.0 3.7 12.2 52.4 22.1 6.1 2.5 4.7 74.5 

資料：福岡県「男女共同参画社会に向けての意識調査」（令和２年３月） 

 

 家庭や職場、学校教育や地域活動の場など、社会全体での男女の地位の平等感は、全体

的に男女の地位が平等であると感じている人の割合は、全体で 12.2％に留まり、男性優位

と感じている人の割合が高く、特に女性の 30 代～50 代では８割以上が男性優位と感じて

いるなど、女性の不平等感が強い結果となっています。 

 

※「女性優遇感」は「女性のほうが優遇されている」「どちらかといえば女性のほうが優遇

されている」と回答した割合の合計、「男性優遇感」は「男性のほうが優遇されている」「ど

ちらかといえば男性のほうが優遇されている」と回答した割合の合計としています。  
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表３：ＤＶ被害経験（N=2,005） 

女性Ｎ= 1,142 

男性Ｎ= 860 

ま
っ
た
く
な
い 

１
、
２
度
あ
っ
た 

何
度
も
あ
っ
た 

無
回
答 

被
害
経
験
あ
り 

被 害 

経 験 

女性 69.9 18.3 8.8 3.0 27.1 

男性 81.4 10.6 2.1 5.9 12.7 

全体 74.8 15.0 5.9 4.2 20.9 

身体的 

暴 力 

女性 77.3 14.5 5.1 3.1 19.6 

男性 85.6 7.7 0.8 5.9 8.5 

全体 80.8 11.6 3.2 4.3 14.8 

精神的 

暴 力 

女性 81.6 9.4 5.8 3.2 15.2 

男性 86.6 5.7 1.2 6.5 6.9 

全体 83.7 7.8 3.8 4.6 11.6 

性 的 

暴 力 

女性 84.0 8.4 4.0 3.6 12.4 

男性 91.4 1.0 0.5 7.1 1.5 

全体 87.1 5.3 2.5 5.1 7.8 

資料：福岡県「男女共同参画社会に向けての意識調査」（令和２年３月） 

 

表４：男女間における暴力の防止に必要なこと（N=2,005） 

女性Ｎ=794・男性Ｎ=601（複数回答） 女性 男性 全体 

被害者が早期に相談できるよう、身近な

相談窓口を増やす 
70.7 66.2 68.7 

加害者への罰則を強化する 55.3 52.7 54.1 

暴力を振るったことのある者に対し、二

度と繰り返さないための教育を行う 
41.9 35.1 39.0 

学校、又は地域で、暴力を防止するための

教育や研修会、イベント等を行う 
32.7 32.1 32.4 

メディアを活用して、広報・啓発活動を積

極的に行う 
32.4 32.0 32.3 

被害者を発見しやすい立場にある警察や

医療機関関係者などに対し、研修や啓発

を行う 

30.2 28.0 29.3 

暴力を助長する恐れのある情報（雑誌、コ

ンピューターソフトなど）を取り締まる 
24.8 20.8 23.1 

その他、特にない、無回答 10.6 13.7 12.0 

資料：福岡県「男女共同参画社会に向けての意識調査」（令和２年３月） 

 

ＤＶ（配偶者やパー

トナーからの暴力）を

経験したことのある

人 の 割 合 は 、 女 性

27.1％、男性 12.7％

と、女性の被害経験が

より多いものとなっ

ています。 

被害の内容では、殴

ったり、蹴ったり、物

を投げつけたりする

身体的暴力の被害経

験の割合が高く、10

人のうち２人以上が

被害者となっていま

す。 

男女間における暴

力の防止に必要なこ

とは、「被害者が早期

に相談できるよう、身

近な相談窓口を増や

す」が男女ともにと最

も高く、次いで「加害

者への罰則を強化す

る」（54.1％）、「暴力を

振るったことのある

者に対し、二度と繰り

返さないための教育

を行う」（39.0％）とな

っています。 
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表５：ひとり親世帯の状況（福岡市、北九州市、久留米市を除く） 

総数 母子世帯 父子世帯 福岡県 

１ 世帯数（推計） 31,656 世帯 3,985 世帯 1,038,622 世帯 

２ ひとり親になった理由 

協議離婚 65.1％ 61.5％ 

 

調定離婚 12.7％ 8.5％ 

審判離婚 0.2％ 0.1％  

裁判離婚 1.6％ 1.8％ 

死別 4.6％ 18.4％ 

遺棄 0.4％ 1.6％ 

行方不明 0.3％ 0.8％ 

未婚の母 9.5％ - 

その他 3.3％ 5.0％ 

無回答 2.2％ 2.2％ 

３ 就業率 

ひとり親になった当時 64.2％ 94.4％  

現在 90.9％ 94.4％  

４ 現在の就業形態のうち非正規雇用の割合 32.3％ 3.9％  

５ １か月の収入（手取り額）平均金額 15.7 万円 24.8 万円  

資料：令和３年福岡県ひとり親世帯等実態調査  

 

県内（福岡市、北九州市、久留米市を除く）のひとり親世帯は約３万６千世帯と、県内

の世帯数の 3.4％を占めている。また、母子世帯の就業率は、現在では約 91％が就業して

いるものの、ひとり親になった当時は約 36％の世帯が就業していない状況であったとなっ

ています。また、就業形態も、父子家庭に比べ非正規雇用者の割合が高く、収入において

も母子家庭が低くなっています。 
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具体的施策 

１．配偶者やパートナーからの暴力の根絶（DV 防止基本計画） 

（１）ＤＶの根絶に向けた啓発 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

人権講座などを通

じた啓発活動の推

進 

様々な困難な状況にある人々の問題や、生きづらさを感

じている人々に対する配慮を含めたあらゆる人権問題の

解決を図るため、人権講座などの開催や、人権啓発冊子

の作成・配布などを通じて、地域への啓発を推進する。 

まちづくり課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

ＤＶ防止に向けた

啓発活動の推進 

ＤＶ防止に向け、ＤＶに対する知識を身につけ、正しい

理解を図るため、広報紙やホームページ等において、国

や県、関係機関と連携した情報を積極的に提供する。 
まちづくり課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

デートＤＶ防止に

向けた啓発の推進 

若年層を対象とした交際相手からの暴力の問題について

考える機会を積極的に提供することが有効であることか

ら、中学生を対象にデートＤＶ防止教室を実施する。 
こども未来課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

虐待予防、防止に

向けた啓発活動と

体制の整備 

子どもや高齢者、障がい者など、社会的に弱い立場の人

への虐待を予防、防止するために、広報紙やホームペー

ジ、パンフレット等を活用し啓発を図るとともに、専門

団体等と連携し、セミナーの開催や相談体制の整備を図

る。 

 

こども未来課 

健康福祉課 

 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

 

（２）ＤＶ被害者の保護と支援体制の整備 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

※重点施策 

ＤＶ等関係課職員

への研修 

ＤＶに関わる関係課の職員に対し、適切な相談対応など

について庁舎内連携会議中心とした研修会を年３回以上

行う。 

◎まちづくり課  

関係課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

ＤＶ等相談体制の

充実 

ＤＶについての被害相談に対し、適切な対応ができるよ

う相談体制を充実するとともに、解決に向けた支援を行

う。 

◎まちづくり課  

こども未来課 

健康福祉課 

税務町民課 【実施年度】令和５年度～令和９年度 

ＤＶ等相談窓口の

周知 

広報紙やホームページ、パンフレットなどを活用し、Ｄ

Ｖに関する相談窓口の周知を徹底する。 
まちづくり課 

 
【実施年度】令和５年度～令和９年度 

ＤＶ等防止と被害者保

護のためのＤＶ関係課

潜在化しやすいＤＶや虐待の早期発見と被害者保護のた

め、ＤＶ関係課・担当者間でのネットワーク会議を実施

まちづくり課 

関係課 
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間のネットワーク整備

と、庁外関係機関等と

の連携 

し、国や県の相談機関や医療機関、警察との連携体制の

整備を図る。 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

要保護児童対策地

域協議会の機能強

化 

児童虐待の予防や早期発見・早期対応及び適切な対応を

行うために、関係機関と連携し、情報の共有及び対策等

について検討を行う。 
こども未来課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

 

２．生涯を通じた男女の健康支援 

（１）生涯を通じた男女の健康支援 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

各種検診の受診率

の向上 

男女の健康維持に向け、特定健診のほか、女性特有のが

ん検診などの受診率の向上を図るため、啓発活動をはじ

めとする受診支援を行う。また、子育て世代への受診勧

奨として託児できる日を設ける。 

 

健康福祉課 

 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

「性」や「命」に関

する教育の推進 

性に対する正しい知識を広め、男女の性に対する偏見や、

性の商品化を除去するとともに、生命と人権の尊重の視

点から、命の尊さや子育ての大切さなどをテーマに、薬

物やエイズ、妊娠・中絶、性教育などの健康教育を実施

する。 

 

こども未来課 

健康福祉課 

 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

 

（２）妊娠・出産・子育て期における女性の健康支援と男性の理解促進 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

母子保健、母性保

護に関する啓発 

妊娠届出時に、母子保健及び母性保護などの知識に関す

る啓発パンフレットを配布し、啓発に努める。 

 

こども未来課 

 【実施年度】令和５年度～令和９年度 

妊婦健康診査の実

施 

妊婦及び胎児の健康を維持、増進し、母子ともに安全な

出産を図るため、妊婦健康診査を実施する。 

 

こども未来課 

 【実施年度】令和５年度～令和９年度 

妊娠期から子育て

期における相談の

充実 

妊娠期から子育て期の親の孤立感や不安感の解消のた

め、保健師や助産師等の専門職による育児相談を実施す

る。また、すべての乳幼児家庭を訪問し、個別の相談に

対応する。 

 

こども未来課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

妊娠・出産・育児に

関する男性の理解

男性を対象に、命の尊さや、子育ての大切さなどの理解

を広め、男性の育児参加を促進するため、妊婦体験や、

 

こども未来課 



- 19 - 

 

の促進 赤ちゃんの入浴などの出産後の世話の仕方などを取り入

れた講座を開催する。 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

妊娠・出産・育児に

関する周囲の理解

の促進 

広報紙、ホームページ、パンフレットなどを活用し、妊

娠・出産など母性の社会的重要性について認識の浸透を

図るとともに、家族をはじめ、職場や地域など周囲の理

解を促す。 

 

こども未来課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

 

（３）あらゆるハラスメントの根絶に向けた啓発 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

あらゆるハラスメ

ント防止に向けた

啓発促進 

セクシャル・ハラスメントやマタニティ･ハラスメントな

ど、あらゆるハラスメントのない職場環境づくりを推進

するため、町内事業所に積極的な情報提供を行う。 

 

産業振興課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

あらゆるハラスメ

ント防止に向けた

啓発促進、相談窓

口の周知 

あらゆるハラスメントのない環境づくりを推進するた

め、広報誌などへの記事掲載、相談窓口の周知を行う。 
まちづくり課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

 

３．子育て・介護など多様な家族形態に対応した支援 

（１）子育て支援の充実 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

次世代育成支援行

動計画の推進 

子育てしやすい環境を整備していくため、男女共同参画

の視点で大木町次世代育成支援行動計画を着実に推進す

る。 

 

※大木町次世代育成支援行動計画 

次世代育成支援対策推進法に基づき策定した、次代の社

会を担う子どもたちが健やかに生まれ、育成される環境

づくりを行う上での指針となる計画 

こども未来課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

子育て世代包括支

援センターの機能

拡充 

子育て世代包括支援センターで実施する事業（子育てに

関する相談･援助、情報提供、セミナーなど）をさらに充

実させ、乳幼児を持つ家庭の子育てを支援するための拠

点施設としての機能を拡充させる。 

こども未来課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

子育てと仕事の両

立支援のための保

子育てと仕事の両立を図るための支援として、保育施設

や学童保育所等における延長保育や一時預かり等の保育 こども未来課 
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育サービスの提供 サービス、ファミリー・サポート・センターや病児保育

等の利用の提供をする。 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

乳幼児健診、小児

医療の充実 

子どもの発育と発達、保護者の子育て支援のため乳幼児

健康診査を実施する。また、小児救急医療体制について

の情報提供を行い、安心して子育てができる環境整備に

努める。 

 

こども未来課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

障がい児や配慮が

必要な子どもを持

つ家庭への支援 

障がい児や配慮が必要な子について、保育園施設、小学

校、中学校が情報を共有し、切れ目のない支援ができる

よう連携していく。また、身体障害者手帳、療育手帳、特

別児童扶養手当、障がい児福祉手当等の制度や利用でき

るサービスの案内を行う。 

 

こども未来課 

健康福祉課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

 

（２）介護に対する支援の充実 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

介護保険等事業の

推進 

広報紙、ホームページ、パンフレット等を活用し、介護

に関する情報を分かりやすく提供し、介護保険等介護事

業を推進する。また、高齢者や障がい者等の介護の担い

手の負担軽減となるよう家庭内外を問わず男女が平等に

携わり必要とする人が安心してサービスが利用できるよ

う支援する。 

 

健康福祉課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

 

（３）ひとり親家庭に対応した支援の充実 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

ひとり親家庭への

生活自立支援 

ひとり親家庭の社会的、経済的自立を図るため、各種支

援制度の情報提供や、養育支援、就業支援相談などの自

立支援を図る。 
こども未来課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 
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基本目標Ⅲ 性別にとらわれず活躍できる社会の実現（女性活躍推進計画） 

 

現状と課題 

 

女性活躍推進法の基本原則では、職業生活における慣例や固定的な性別役割意識により

男女間の格差があることを踏まえ、女性が職業生活においてその個性と能力を十分に発揮

できる環境整備を求めています。男女共同参画社会の形成に向けては、性別にとらわれず

だれもが職場や家庭、地域の中で、自らの意思によって、その能力を発揮していくことが

大切です。総務省の令和４年の労働力調査（表６）によると、女性の就業者数は 3,097 万

人、共働き世帯が 1,276 万世帯と過去最高となっています。しかしながら、結婚や出産後

も就業を継続する女性の割合（表７）が高くなったものの、女性就業継続率は 69.5％であ

り、女性が就業を継続し、その能力を職場生活の中で十分に発揮できる環境づくりが課題

となっています。 

また、固定的な性別役割分担意識により、家事や育児、介護などの責任を担う女性が多

く、仕事を持つ女性にとってはその負担が職業生活での活躍の影響を与えている一方、男

性においては長時間労働による家庭生活への影響などが問題となっています。  

このような状況を改善していくためには、行政や企業、事業所、また職場の役員や管理

職、雇用者が仕事と家庭を両立することの必要性や重要性を認識し、男女がともに仕事と

家庭を両立し、お互いが責任を持って家庭生活を築いていくことができるよう、ともに取

り組んでいくことが重要となっています。 

 

 男女共同参画社会を形成していくためには、あらゆる分野の意思決定の過程において、

より多くの女性が参画していくことが必要です。しかし、世界経済フォーラムが発表した

2022 年（令和４年）のジェンダーギャップ指数の日本の総合順位は 146 か国中 116 位と、

前回と比べほぼ横ばいの順位となり、特に政治分野については、146 か国中 139 位となっ

ています。これまで、働く権利など女性の社会参画に向けた関係法律の整備も行われてき

ましたが、社会通念や職場規範などにより、社会的、経済的、政治的な意思決定への過程

においては、依然として男性比率が高い状況が続いています。 

本町においても、審議会などにおける女性委員の登用率（表８）は、令和 4 年 4 月 1 日

現在において、35.9％と県内町村の平均（34.4％）より高い水準となっています。しかし、

基幹産業である農業においては、農業者の半数は女性農業者（表９）と、女性が主な担い

手であるものの、農業団体や農業委員への役員、委員等も女性比率が低く、女性の参画が

進んでいない状況にあります。 

一方、自治区やＰＴＡなどの地域活動においては、多くの女性が参加しているにもかか

わらず、それらの組織を代表し意思決定する立場への女性の就任が少ないのが実情です。 

このような状況を改善し、さらなる女性の参画を促進するためには、女性自身の社会参

画に対する意識や関心、参画できる能力を向上させるとともに、それを支援、応援する理

解者を増やすため、周囲の理解、関心を深めることが大切です。また、意思決定の場に女

性が参画しやすくなる環境を整備するとともに、住民と行政が男女共同参画に対する意識

を共有し、ともに取り組んでいくことも重要となっています。 
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施策の方向性 

 

１．女性が活躍できる就労環境づくり 

２．ワーク・ライフ・バランスの推進 

３．女性のエンパワーメントの支援 

４．政策・方針決定過程への女性の参画推進 

５．農業及び商工自営業における男女共同参画推進 

６．町民と行政の協働による男女共同参画の地域づくりの推進 

 

※エンパワーメント 

 自分らしい生き方を選択する自己決定能力を身につけ、経済的・社会的・政治的に参画

する能力を身に付けること。 
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表６：専業主婦世帯と共働き世帯の推移と労働人口（単位：万） 

年 専業主婦世帯 共働き世帯 

1985 年（昭和 60 年） 952 722 

1995 年（平成 7 年） 955 908 

2005 年（平成 17 年） 863 988 

2015 年（平成 27 年） 687 1,114 

2022 年（令和 4 年） 416 1,276 

令和４年 １５歳以上人口中の労働人口（万人） 

 全体人口 男性人口 女性人口 

１５歳以上人口  10,993 5,301 5,692 

うち、労働人口 6,872 3,775 3,097 

資料：総務省「労働力調査」（令和 4 年） 

 

 

 共働き世帯は年々増加傾向にあり、2005 年（平成 17 年）に、共働き世帯が主婦世帯よ

り多くなり、2022 年（令和４年）においては、1985 年（昭和 60 年）との比較で 544 万

世帯増加しています。 
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表７：結婚・出産前後の妻の就業継続率 ※（ ）は、育児休業制度を利用して就業を継続した割合 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「第 16 回出生動向基本調査」（令和３年） 

 

 出産前後の女性の就業について、1985～1989 年においては、出産後も就業を継続する

女性は４割に満たない状況であった。就業継続率は、年々高くなっているものの、2015

～2019 年においても、就業継続率は約 7 割と高くなったものの、依然として３割近くの

女性が出産を機に就業から離れている状況です。 

 

表８：大木町における審議会等における女性登用率の推移 

年度 

地方自治法第（180 条の５）に基づく委員会など 地方自治法（第 202条の 3）に基づく審議会など 

委
員
総
数 

う
ち
女
性
委
員
数 

女
性
比
率 

委
員
総
数 

う
ち
女
性
委
員
数 

女
性
比
率 

令和元年度 35 9 25.7 180 63 35.0 

令和２年度 34 9 26.5 189 69 36.5 

令和３年度 34 10 29.4 142 55 38.7 

令和４年度 34 11 32.4 142 51 35.9 

（県内町村平均） 

令和４年度 

‐ 

 

‐ 

 

‐ 

 

（20,303） 

 

（6,977） 

 

（34.4） 

 

資料：大木町審議会等における女性登用率調査結果 

 大木町における、審議会等への女性登用率については、年々上昇しており、県内の町村

平均より高い状況です。 

 

表９：大木町における男女別農業就業人口の割合 

総数 女性（割合） 男性（割合） 

896 447（49.8％） 449（50.1％） 

資料：令和 2 年国勢調査 

 農業の就業人口は、男女別割合は女性が 49.8％を占めており、農業分野において女性は

主要な担い手となっています。 

結婚年／出産年 結婚前後 第 1 子出産前後 第 2 子出産前後 第 3 子出産前後 

  1985～89 年 60.3% 39.2%（ 9.2%） ‐ ‐ 

1990～94 年 62.3% 39.3%（13.0%） 81.9%（16.3%） 84.3%（17.6%） 

1995～99 年 65.1% 38.1%（17.6%） 76.8%（28.8%） 78.1%（19.1%） 

2000～04 年 71.7% 40.5%（22.6%） 79.2%（33.5%） 77.0%（27.6%） 

2005～09 年 71.8% 40.3%（27.0%） 76.3%（43.2%） 81.0%（30.7%） 

2010～14 年 81.3% 53.1%（39.2%） 78.1%（51.3%） 79.1%（45.0%） 

2015～19 年 85.1％ 69.5％（55.1％） 87.1％（63.9％） 89.5％（54.9％） 
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具体的施策 

１．女性が活躍できる就労環境づくり 

（１）企業・事業所への啓発推進 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

企業や事業所への

女性活躍推進に関

する情報提供 

企業や事業所において女性が活躍できる就労環境づくり

を促進するため、女性活躍推進に関する情報を提供する。 
まちづくり課 

産業振興課 
【実施年度】令和５年度～令和９年度 

育児・介護休暇制

度の活用の促進 

企業や事業所の育児・介護休暇制度の活用を促進するた

め、制度に関する情報提供や制度活用の働きかけを行う。 
まちづくり課 

産業振興課 
【実施年度】令和５年度～令和９年度 

 

（２）女性への就労支援 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

女性の就労に関す

る情報の提供 

広報紙やホームページ等での啓発やパンフレット、チラ

シの配置などを通じて、再就労や、国や県、ＮＰＯが行

う就労のための訓練などの情報を提供する。 
まちづくり課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

 

２．ワーク・ライフ・バランスの推進 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

ワーク・ライフ・バ

ランスの啓発 

男女がともに仕事と家庭の両立を図り、協力して充実し

た職業生活と家庭生活を営んでいくことができるよう、

広報紙やホームページなどを活用し、ワーク・ライフ・

バランスの啓発に努める。 

まちづくり課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

男性の家庭や育児

参加の促進 

男性のさらなる、家庭内での家事分担や育児参加を図る

ため、男性向けの講座やセミナーなどを実施する。 
こども未来課 

まちづくり課 
【実施年度】令和５年度～令和９年度 

特定事業主行動計

画の促進 

仕事と家庭の両立ができる職場づくりを進めるため、特

定事業主行動計画に基づき、町が率先して、職員の家庭

や育児参加の促進や、職場環境の整備充実に取組む。育

児休業取得対象職員に対して制度・手続きを説明し、取

得・復職しやすい環境づくりを行う。 

総務課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 
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３．女性のエンパワーメントの支援 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

女性の人材育成 政策決定の場への参画を目指す女性を育成するため、関

係機関と連携を図りながら研修会や講習会を開催し、リ

ーダーシップや専門知識を有した人材の育成を図る。ま

た、地域の女性の更なるレベルアップに向け、県や福岡

県男女共同参画センターが開催する女性リーダー研修等

への参加を促進する。 

まちづくり課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

女性団体の活動支

援 

女性の人材育成と、地域で活躍できる環境を充実させる

ため、女性団体の活動への支援を行う。 まちづくり課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

 

４．政策・方針決定過程への女性の参画推進 

（１）審議会等における女性登用の促進 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

※重点施策  

審議会委員などへ

の女性の登用の促

進 

政策や方針決定過程への女性の参画を促進させ、あらゆ

る分野に女性の意見を反映し、さらなる男女共同参画の

推進を図るため、審議会委員へ積極的に女性を登用する。

なお、委員に占める女性委員が、計画期間中に総委員数

の 40％以上になるよう登用を推進する。 

まちづくり課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

審議会委員などへ

の女性の登用促進

のための環境整備 

審議会などの設置条例や設置要綱などに、男女の構成比

がどちらか一方に偏らないよう規定することを推進して

いく。 
全庁 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

審議会委員などへ

の女性の登用状況

調査の実施 

内閣府の男女共同参画推進状況調査に合わせ、審議会な

どへの女性の参画の状況を調査し、調査結果を公表する。 まちづくり課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

 

（２）町における女性職員の登用の促進 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

町女性職員の登用

の促進 

町職員に対する職務や管理職登用において、男女平等な

処遇を図るとともに、専門的研修の受講を通じたキャリ

アアップを行う。 
総務課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 
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（３）政策・方針決定過程への女性の参画の意識づくり 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

政治参加意識の高

揚 

女性の政治参画の意識づくりのため、町の政策や方針が

議論・決定される模様を見ることのできる議会の傍聴制

度を、身近で気軽でカジュアルなものであることをより

アピールし、周知を図る。 

加えて傍聴者に議場の議論内容をより理解してもらえ

るよう、傍聴環境の整備をすすめる。 

また、議会だよりも議員という職業への興味ひいては議

員活動への関心が高まるよう「議員個々のイラスト」を

作成するなど、読んでもらえる紙面づくりに挑戦してい

く。 

議会事務局 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

 

５．農業及び商工自営業における男女共同参画推進 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

女性の経営管理能

力の向上 

経営管理や生産技術に関する研修会等への女性の参加を

促すことで、経営能力の向上を図り、経営参画を促進す

る。 
産業振興課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

農業者（認定農業

者）に対する男女

共同参画の研修会

の実施 

大木町認定農業者協議会等において研修会を実施し、男

女共同参画意識の醸成を図る。 

 

 

産業振興課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

家族経営協定締結

の推進や女性認定

農業者増加の促進 

農家において、経営主と配偶者、後継者がお互いを尊重

し、農業経営方法や収入の配分、就業条件、生活上の諸

事項などについて取り決めを行う家族経営協定の締結を

推進するとともに、女性認定農業者の増加に努める。 

産業振興課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

農村女性リーダー

の育成と支援 

意欲的に農業に取り組む女性を女性農村アドバイザーや

指導農業士などに推薦し、農村女性リーダーとしての育

成を行う。 
産業振興課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

農業団体、商工団

体における女性役

員の登用促進 

農業協同組合及び商工会における女性役員の登用を積極

的に働きかけ、各団体の女性役員の登用を促進する。 産業振興課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 
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６．町民と行政の協働による男女共同参画の地域づくりの推進 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

民生委員・児童委

員研修事業への男

女共同参画の視点

の導入 

民生委員・児童委員に対し年間を通じて行う定期的な全

体研修に、男女共同参画の視点を取り入れ、男女平等や

女性の人権などについての啓発を行う。 
健康福祉課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

地域役員などへの

男女共同参画に関

連する研修会の実

施 

地域のリーダー的存在である、自治区長や公民館等担当

役員に対し、区長会等の会議開催時に男女共同参画に関

する研修を実施し、地域への意識の浸透を図る。 総務課 

まちづくり課 【実施年度】 

（総 務 課）令和５年度～令和９年度 

（まちづくり課）令和５年度・７年度 

男女共同参画の地

域づくりの実施 

男女共同参画の視点に立ち、町民と行政が協働して地域

の課題を探り、解決に向けた行動を推進する。 

まちづくり課 【実施年度】 

令和５年度～課題抽出、施策実施内容の検討 

令和７年度～協働事業へ反映、実施 
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第３章 計画の推進体制 

 

 男女共同参画社会の実現を目指すには、計画の推進体制を整備し、計画の着実な推進を

図ることが重要です。そのためには、行政内部だけではなく、町民や団体、関係機関等と

の緊密な連携を図り、継続的かつ計画的、総合的に施策を実施していくことが不可欠です。 

 本町では、男女共同参画推進本部を中心に全庁的な体制を整備し、各施策の展開を図り

ます。その進捗状況は、男女共同参画審議会に報告し、審議会の意見を各施策に反映しな

がら、実現性の高い計画となるよう努めていきます。 

 

 

１．推進体制の整備 

２．計画の進行管理 

 

 

大木町における男女共同参画の推進体制図 

 

大木町男女共同参画推進本部  大木町男女共同参画審議会 

         

本 部 長 町長 報告  会 長 委員の互選  

    副会長 委員の互選  

副本部長 
副町長   委 員 12 名以内  

教育長       

有識者・関係団体からの 

被推薦者・一般公募 

 

  
提言 

進行管理 

本部委員 各課長  

   

 

計画改定指示        報告 

 

大木町男女共同参画計画策定部会 

    

 
部 会 長 

まちづくり

課長 

 

 部 会 員 8 名  

 

※策定部会は、総務課、財務会計課、税務町

民課、産業振興課、こども未来課、健康福祉

課、建設水道課、まちづくり課の職員で構成 
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（１）推進体制の整備 

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

男女共同参画推進

本部の運営 

庁内組織である「大木町男女共同参画推進本部」の運営

を充実し、男女共同参画の推進にかかる施策の総合的な

企画及び推進について、円滑かつ効果的な対応を行う。 
まちづくり課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

男女共同参画計画

の周知 

広報紙、ホームページを活用し本計画を周知するととも

に、計画の啓発冊子等を作成、配布し、町民への周知と

理解、協力を得るよう努める。 
まちづくり課 

【実施年度】令和５年度～令和９年度 

 

（２）計画の進行管理 

 

 

  

具体的施策 事業概要【実施年度】 担当課 

男女共同参画審議

会の運営 

男女共同参画の推進に関する施策を審議し、進行を管理

する「大木町男女共同参画審議会」の円滑な運営を図る。 
まちづくり

課 
【実施年度】令和５年度～令和９年度 

男女共同参画計画

の進捗状況の把握

と公表 

計画の進行状況を定期的に調査、把握するとともに、そ

の状況や結果を公表し、客観的な評価に努める。 
まちづくり

課 
【実施年度】令和５年度～令和９年度 
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関連資料 

 

○大木町男女が認め合い社会参画を推進する条例 

平成 30 年 12 月 10 日 

条例第 18 号 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第 11 条） 

第２章 基本施策等（第 12 条―第 21 条） 

第３章 苦情の処理（第 22 条） 

第４章 大木町男女共同参画審議会（第 23 条） 

第５章 雑則（第 24 条） 

附則 

すべての人が、性別にかかわりなく、個人として尊重され、自らの意思で生き方を選択し、それぞれ

の個性や能力を十分に発揮することができる社会の実現は、私たち大木町民の願いであります。 

大木町ではこれまで、個人の尊重と法の下の平等を保障する日本国憲法の理念にのっとり、また、国

連が提唱する持続可能な開発目標に掲げられている「ジェンダー平等の実現」に向けて、男女共同参画の

まちづくりを進めてきました。しかしながら、依然として、家庭、地域、職場、学校など社会のあらゆる

分野において、性別による差別的取扱いや固定的性別役割分担意識が根強く残っており、男女平等の達

成には更なる努力が求められています。 

大木町は、「緑の風が吹き渡るふるさと 暮らし輝く環のまち・おおき」を目指すべき将来像に掲げ、

農業を基幹産業とした資源循環型の共生・協働のまちづくりに取り組んでいますが、近年の少子高齢化

や高度情報化などの急速な社会変化に対応しつつ、魅力ある町を次世代に継承していくためには、すべ

ての町民が性別にかかわりなく、多様な価値観や生き方を認め合い、それぞれの個性や能力を十分に発

揮し、家庭、地域、職場、学校など社会のあらゆる分野において活躍できる社会を実現していくことが必

要です。 

このような認識の下、その基本理念を明らかにし、町、議会、町民等が一体となり、男女共同参画の

まちづくりを推進し、大木町に暮らすすべての人が「このまちに住んで良かった」と実感できる社会を実

現するため、この条例を制定します。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、町、議会、町民、地域組織、事業者

等及び教育に携わる者の責務を明らかにするとともに、町の施策の基本的事項を定めることにより、

男女共同参画に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって男女共同参画社会を実現することを

目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 男女 生物学的な性区分だけでなく、多様な性を含む性別の呼称をいう。 

(2) 男女共同参画 男女が社会の対等な構成員として、自らの意思によって、家庭、地域、職場、学

校その他の社会のあらゆる分野（以下「社会のあらゆる分野」という。）における活動に参画する機

会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、

かつ、共に責任を担うことをいう。 

(3) 町民 町内に居住、勤務若しくは在学する者又は町内を活動の拠点とする者をいう。 

(4) 地域組織 町内において、行政区その他町内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて

形成された組織をいう。 

(5) 事業者等 町内において、営利若しくは非営利を問わず事業又は活動を行う個人、法人その他の

団体をいう。 

(6) 教育に携わる者 幼児教育、学校教育、社会教育その他の教育分野（以下「教育分野」という。）

において教育に携わる者をいう。 

(7) 固定的性別役割分担意識 「男性は仕事、女性は家事、育児、介護」というような社会的な慣習

等により固定された性別の役割を決めようとする意識のことをいう。 

(8) 積極的改善措置 社会のあらゆる分野における活動に参画する機会において、男女間の格差を

改善するため必要な範囲内で男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

(9) ドメスティック・バイオレンス 配偶者（元配偶者を含む。）、恋人その他の親密な関係にある男
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女間における個人の尊厳を傷つけるような身体的、精神的、性的、経済的又は社会的な暴力をいう。 

(10) ハラスメント 性的な言動等による「セクシャル・ハラスメント」のような、男女間において

個人の尊厳を傷つけ、不利益を与え、又は生活環境を害する人権を侵害する行為をいう。 

（基本理念） 

第３条 男女共同参画は、次に掲げる事項を基本理念として推進されなければならない。 

(1) 男女が性別による差別的取扱いを受けることなく、個人としての人権が尊重され、個性又は能力

を発揮する機会を平等に確保されること。 

(2) 固定的性別役割分担意識を反映した社会における制度又は慣行を見直し、社会のあらゆる分野

における活動の自由な選択に対して、影響を及ぼすことのないよう配慮されること。 

(3) 男女が社会の対等な構成員として、社会のあらゆる分野における方針の立案及び決定に参画す

る機会を平等に確保されること。 

(4) 男女が相互の協力及び社会の支援の下に、家事、子育て、介護その他の家庭生活における活動（以

下「家庭生活等」という。）において、家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、職場、地域、

学校その他の社会のあらゆる分野における活動に参画できるよう配慮されること。 

(5) 男女が相互の性についての理解を深め、生涯にわたり健康な生活を営み、妊娠、出産等に関する

意思が尊重されること。 

(6) 教育分野において、人権の尊重を基本とした男女共同参画に関する教育が推進されること。 

(7) 男女共同参画社会の形成に関する取組は、国際社会における取組と密接な関係を有することか

ら、国際的な協調の下に行われること。 

（町の責務） 

第４条 町は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）に基づき、男女共同参画の推進に

関する施策（積極的改善措置を含む。以下「男女共同参画推進施策」という。）を総合的かつ計画的に

実施するものとする。 

２ 町は、男女共同参画の推進に当たり、議会、町民、地域組織、事業者等及び教育に携わる者並びに

国、県その他の地方公共団体との連携に努めるとともに、男女共同参画推進施策を実施するための体

制の整備その他必要な措置を講じるものとする。 

（議会の責務） 

第５条 議会は、基本理念に基づき、町の議決機関として男女共同参画に関する理解を深め、男女共同参

画の推進に努めるものとする。 

（町民の責務） 

第６条 町民は、基本理念に基づき、男女共同参画に関する理解を深め、社会のあらゆる分野において男

女共同参画を推進するとともに、町が実施する男女共同参画推進施策に協力するよう努めなければな

らない。 

（地域組織の責務） 

第７条 地域組織は、基本理念に基づき、組織の運営や地域活動において男女共同参画を推進するとと

もに、町が実施する男女共同参画推進施策に協力するよう努めなければならない。 

（事業者等の責務） 

第８条 事業者等は、基本理念に基づき、その事業活動において男女共同参画を推進するとともに、町が

実施する男女共同参画推進施策に協力するよう努めなければならない。 

２ 事業者等は、雇用又は所属する男女について、就業又は活動上の平等な機会及び待遇を確保すると

ともに、家庭生活等及び社会活動の両立ができるよう就業又は活動環境の整備に努めなければならな

い。 

（教育に携わる者の責務） 

第９条 教育に携わる者は、基本理念に基づき、男女共同参画に関する教育の推進に努めるとともに、町

が実施する男女共同参画推進施策に協力するよう努めなければならない。 

（男女共同参画社会の推進を阻害する行為の禁止） 

第 10 条 何人も、社会のあらゆる分野において、次の行為を行ってはならない。 

(1) 性別を理由とした差別的取扱い 

(2) ドメスティック・バイオレンス 

(3) ハラスメント 

(4) その他男女共同参画の推進を阻害する要因となる人権を侵害する行為 

（相談等への対応） 

第 11 条 町は、前条の行為による人権侵害について、町民、地域組織、事業者等（以下「町民等」とい

う。）から相談等があったときは、関係機関と連携を図り、当該相談等に対し適切な措置を講じるもの

とする。 

第２章 基本施策等 
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（男女共同参画計画） 

第 12 条 町長は、第４条の男女共同参画推進施策を総合的かつ計画的に実施するため、大木町男女共同

参画計画（以下「男女共同参画計画」という。）を策定するものとする。 

２ 町長は、男女共同参画計画の策定又は変更に当たっては、町民等の意見が反映されるよう必要な措

置を講じるとともに、第 23 条の大木町男女共同参画審議会の意見を聴くものとする。 

３ 町長は、男女共同参画計画を策定又は変更したときは、速やかにこれを公表するものとする。 

４ 町長は、男女共同参画計画の実施状況について年次報告書を作成し、これを公表するものとする。 

（啓発及び広報活動） 

第 13 条 町は、男女共同参画の推進について、町民等の理解を深めるため、啓発及び広報活動を行うも

のとする。 

（情報収集及び調査研究） 

第 14 条 町は、男女共同参画の推進施策を効果的に実施するため、必要な情報収集及び調査研究を行う

ものとする。 

（家庭及び地域組織への支援） 

第 15 条 町は、家庭及び地域組織に対し、男女が固定的性別役割分担意識にとらわれない対等な関係を

形成し、社会のあらゆる分野における活動に平等に参画できるよう、情報の提供、助言その他必要な

支援を行うものとする。 

（事業者等に対する支援） 

第 16 条 町は、事業者等に対し、所属する男女が就業又は活動上の機会、正当な評価による待遇及び能

力向上の機会が平等に確保されるとともに、家庭生活等及び社会活動との両立ができるよう、情報の

提供、その他必要な支援を行うものとする。 

（農業分野における支援） 

第 17 条 町は、基幹産業のひとつである農業分野において男女共同参画を推進するため、農業に従事す

る者に対し、男女が対等な構成員として経営への参画及び能力開発の機会が平等に確保されるととも

に、家庭生活等及び社会活動との両立ができるよう、条件の整備、情報の提供、助言その他必要な支

援を行うものとする。 

（教育の充実等） 

第 18 条 町は、教育分野において町民等の男女共同参画に関する理解を深めるため、男女共同参画に関

する教育の充実のための支援及び環境の整備を行うものとする。 

（防災及び復興分野における施策） 

第 19 条 町は、防災、災害対応、復興支援その他の災害に係る分野において男女共同参画の視点を取り

入れた体制の整備及び施策の推進を行うものとする。 

（政策立案及び方針決定の過程における男女共同参画） 

第 20条 町は、政策の立案及び決定の過程において男女が平等に参画できる機会を確保するものとする。 

２ 町長は、審議会等における委員を任命し、又は委嘱する場合においてその委員を構成する男女の数

の均衡を図るように努めるものとする。 

３ 町は、性別にかかわりなく、職員の能力及び意欲に応じた登用を図るため、能力向上の機会の確保及

び就業環境の整備を行うものとする。 

（施策等の提案） 

第 21 条 町民等は、町が実施する男女共同参画推進施策について、町長に対し、意見、提案等を申し出

ることができるものとする。 

２ 町長は、前項の規定による申出について必要があると認めるときは、第 23 条の大木町男女共同参画

審議会の意見を聴き、町が実施する男女共同参画推進施策に反映させるものとする。 

第３章 苦情の処理 

（苦情の処理） 

第 22条 町長は、町が実施する男女共同参画推進施策について、町民等から苦情の申出があったときは、

当該苦情に対し適切な措置を講じるものとする。 

２ 町長は、前項に規定する苦情の申出があった場合において、必要と認めるときは、次条の大木町男女

共同参画審議会の意見を聴くものとする。 

第４章 大木町男女共同参画審議会 

（大木町男女共同参画審議会の設置） 

第 23 条 男女共同参画推進施策を総合的かつ計画的に推進するため、大木町男女共同参画審議会（以下

「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、次に掲げる事務を行う。 

(1) 男女共同参画計画の策定又は変更について、町長に意見を述べること。 

(2) 男女共同参画計画に基づき町が実施する男女共同参画施策の推進状況について、町長に意見を
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述べること。 

(3) 町長の諮問に応じ、男女共同参画の推進に関する重要事項について調査審議し、意見を述べるこ

と。 

(4) 前条の規定による苦情の申出について、調査審議し、町長に意見を述べること。 

(5) 前４号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関し必要な事項について、町長に意見を述べ

ること。 

３ 審議会は、委員 12 人以内をもって組織する。ただし、男女いずれか一方の委員の数が委員の総数の

10 分の４未満であってはならない。 

４ 前３項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

第５章 雑則 

（委任） 

第 24 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成 31 年４月１日から施行する。 
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大木町男女共同参画審議会委員名簿 

 

氏名 所属団体等 備考 

倉富 史枝 NPO 法人福岡ジェンダー研究所  

古賀 靖子 大木町議会  

山田 貴大 大木町議会  

松永 健治 福岡大城農業協同組合青年部代表  

西園 陽子 大木町商工会代表  

北島 理香 女性ネットワークおおき 会長 

牟田 敏昭 公募委員  

黒沼 清寿 公募委員 副会長 

荒巻 明子 公募委員  

牟田口 和幸 公募委員  
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第３次男女共同参画計画策定までの会議等の経緯 

 

日時 会議種別 内容 

令和４年４月

１３日 

第 1 回 

審議会 

・第２次大木町男女共同参画計画の進捗状況について 

・第３次大木町男女共同参画の策定について 

６ 月２４日 
第 1 回 

策定部会 

・第３次大木町男女共同参画計画策定方針案について 

・策定作業スケジュールについて 

・計画体系の検討について 

11 月 22 日 
第 2 回 

策定部会 

・第３次大木町男女共同参画計画策定方針案について 

・計画体系について 

・具体的施策及び担当課の検討について 

令和５年２月

２日 

第３回 

審議会 
・第３次大木町男女共同参画の策定の進捗について 

４月 13 日 
第 1 回 

推進本部 

・第３次大木町男女共同参画計画策定方針案について 

・策定作業スケジュールについて 

・計画体系の検討について 

6 月 13 日 
第 3 回 

策定部会 

・第３次大木町男女共同参画計画案について 

・具体的施策及び担当課について 

・計画案（具体的施策）の各課協議について 

6 月 27 日 
第１回 

審議会 

・第３次大木町男女共同参画計画案の概要について 

・第３次大木町男女共同参画計画案に対する意見、提案

等について 

・計画策定までの今後のスケジュールについて 

7 月 10 日 
第４回 

策定部会 

・審議会からの意見及び第３次大木町男女共同参画計画

案について 

・パブリックコメントの実施について 

8 月７日 

～28 日 
パブリックコメント実施 

8 月 31 日 
第 2 回 

推進本部会議 
・第３次大木町男女共同参画計画の承認について 
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女性の職業生活における 
活躍の推進に関する法律 

（平成二十七年九月四日法律第六十四号） 

 

目次 

第一章 総則（第一条―第四条） 

第二章 基本方針等（第五条・第六条） 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針（第七条） 

第二節 一般事業主行動計画等（第八条―第十八条） 

第三節 特定事業主行動計画（第十九条） 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表（第二十条・第二十一

条） 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置

（第二十二条―第二十九条） 

第五章 雑則（第三十条―第三十三条） 

第六章 罰則（第三十四条―第三十九条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、

又は営もうとする女性がその個性と能力を十分に発揮して職業生

活において活躍すること（以下「女性の職業生活における活躍」と

いう。）が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本

法（平成十一年法律第七十八号）の基本理念にのっとり、女性の職

業生活における活躍の推進について、その基本原則を定め、並びに

国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本

方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活における活躍を

推進するための支援措置等について定めることにより、女性の職業

生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が

尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化そ

の他の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実

現することを目的とする。 

（基本原則） 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における

活躍に係る男女間の格差の実情を踏まえ、自らの意思によって職業

生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、教育訓練、昇進、

職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的

な提供及びその活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担等

を反映した職場における慣行が女性の職業生活における活躍に対

して及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるよ

うにすることを旨として、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が

結婚、妊娠、出産、育児、介護その他の家庭生活に関する事由によ

りやむを得ず退職することが多いことその他の家庭生活に関する

事由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男

女の別を問わず、相互の協力と社会の支援の下に、育児、介護その

他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円

滑に果たしつつ職業生活における活動を行うために必要な環境の

整備等により、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両

立が可能となることを旨として、行われなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業

生活と家庭生活との両立に関し、本人の意思が尊重されるべきもの

であることに留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活にお

ける活躍の推進についての基本原則（次条及び第五条第一項におい

て「基本原則」という。）にのっとり、女性の職業生活における活躍

の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければな

らない。 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用し

ようとする女性労働者に対する職業生活に関する機会の積極的な

提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用

環境の整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組を自ら実施するよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実

施する女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に協力し

なければならない。 

第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活

躍の推進に関する施策を総合的かつ一体的に実施するため、女性の

職業生活における活躍の推進に関する基本方針（以下「基本方針」

という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組に関する基本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次

に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関

する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備

に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関

する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推

進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めな

ければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、

遅滞なく、基本方針を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県推進計画等） 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内

における女性の職業生活における活躍の推進に関する施策につい

ての計画（以下この条において「都道府県推進計画」という。）を定

めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているとき

は、基本方針及び都道府県推進計画）を勘案して、当該市町村の区

域内における女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に

ついての計画（次項において「市町村推進計画」という。）を定める

よう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画

を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針 
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第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女

性の職業生活における活躍の推進に関する取組を総合的かつ効果

的に実施することができるよう、基本方針に即して、次条第一項に

規定する一般事業主行動計画及び第十九条第一項に規定する特定

事業主行動計画（次項において「事業主行動計画」と総称する。）の

策定に関する指針（以下「事業主行動計画策定指針」という。）を定

めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、

事業主行動計画の指針となるべきものを定めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関

する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関

する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画

策定指針を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。 

第二節 一般事業主行動計画等 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」と

いう。）であって、常時雇用する労働者の数が百人を超えるものは、

事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画（一般事業

主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に

関する計画をいう。以下同じ。）を定め、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、厚生労働大臣に届け出なければならない。これを変更し

たときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるもの

とする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施によ

り達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組の内容及びその実施時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、

又は変更しようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、

採用した労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の

差異、労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働

者の割合その他のその事業における女性の職業生活における活躍

に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進するた

めに改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、

これを定めなければならない。この場合において、前項第二号の目

標については、採用する労働者に占める女性労働者の割合、男女の

継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある労

働者に占める女性労働者の割合その他の数値を用いて定量的に定

めなければならない。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、

又は変更したときは、厚生労働省令で定めるところにより、これを

労働者に周知させるための措置を講じなければならない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、

又は変更したときは、厚生労働省令で定めるところにより、これを

公表しなければならない。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく

取組を実施するとともに、一般事業主行動計画に定められた目標を

達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が百人以下のも

のは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画を定

め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出る

よう努めなければならない。これを変更したときも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動

計画を定め、又は変更しようとする場合について、第四項から第六

項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画

を定め、又は変更した場合について、それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定による届出

をした一般事業主からの申請に基づき、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、当該事業主について、女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なものである

ことその他の厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨

の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「認定一般事業主」

という。）は、商品、役務の提供の用に供する物、商品又は役務の広

告又は取引に用いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定

めるもの（次項及び第十四条第一項において「商品等」という。）に

厚生労働大臣の定める表示を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表

示又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。 

（認定の取消し） 

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれか

に該当するときは、第九条の認定を取り消すことができる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたとき。 

（基準に適合する認定一般事業主の認定） 

第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申請に基づき、

厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、女性の

職業生活における活躍の推進に関する取組に関し、当該事業主の策

定した一般事業主行動計画に基づく取組を実施し、当該一般事業主

行動計画に定められた目標を達成したこと、雇用の分野における男

女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和四十七年法律

第百十三号）第十三条の二に規定する業務を担当する者及び育児休

業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

（平成三年法律第七十六号）第二十九条に規定する業務を担当する

者を選任していること、当該女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組の実施の状況が特に優良なものであることその他の厚

生労働省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うこ

とができる。 

（特例認定一般事業主の特例等） 

第十三条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「特例認定一般事

業主」という。）については、第八条第一項及び第七項の規定は、適

用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、

毎年少なくとも一回、女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組の実施の状況を公表しなければならない。 

（特例認定一般事業主の表示等） 

第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働大臣の定める

表示を付することができる。 

２ 第十条第二項の規定は、前項の表示について準用する。 
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（特例認定一般事業主の認定の取消し） 

第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次の各号のいず

れかに該当するときは、第十二条の認定を取り消すことができる。 

一 第十一条の規定により第九条の認定を取り消すとき。 

二 第十二条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

三 第十三条第二項の規定による公表をせず、又は虚偽の公表をし

たとき。 

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの法律に基づく命令

に違反したとき。 

五 不正の手段により第十二条の認定を受けたとき。 

（委託募集の特例等） 

第十六条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事

業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人以下のものをいう。

以下この項及び次項において同じ。）が、当該承認中小事業主団体を

して女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施に関

し必要な労働者の募集を行わせようとする場合において、当該承認

中小事業主団体が当該募集に従事しようとするときは、職業安定法

（昭和二十二年法律第百四十一号）第三十六条第一項及び第三項の

規定は、当該構成員である中小事業主については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協

同組合、協同組合連合会その他の特別の法律により設立された組合

若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるもの又は一般

社団法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚生労

働省令で定める要件に該当するものに限る。）のうち、その構成員で

ある中小事業主に対して女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組を実施するための人材確保に関する相談及び援助を行う

ものであって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及

び援助を適切に行うための厚生労働省令で定める基準に適合する

旨の承認を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に

適合しなくなったと認めるときは、同項の承認を取り消すことがで

きる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従事しようと

するときは、厚生労働省令で定めるところにより、募集時期、募集

人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で厚生労働省令

で定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定による届出

があった場合について、同法第五条の三第一項及び第四項、第五条

の四第一項及び第二項、第五条の五、第三十九条、第四十一条第二

項、第四十二条、第四十八条の三第一項、第四十八条の四、第五十

条第一項及び第二項並びに第五十一条の規定は前項の規定による

届出をして労働者の募集に従事する者について、同法第四十条の規

定は同項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者に対

する報酬の供与について、同法第五十条第三項及び第四項の規定は

この項において準用する同条第二項に規定する職権を行う場合に

ついて、それぞれ準用する。この場合において、同法第三十七条第

二項中「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職業

生活における活躍の推進に関する法律第十六条第四項の規定によ

る届出をして労働者の募集に従事しようとする者」と、同法第四十

一条第二項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」

とあるのは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の二の規定の適

用については、同法第三十六条第二項中「前項の」とあるのは「被

用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者がその

被用者以外の者に与えようとする」と、同法第四十二条の二中「第

三十九条に規定する募集受託者」とあるのは「女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する法律（平成二十七年法律第六十四号）第十

六条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者」と、

「同項に」とあるのは「次項に」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二項の相談及

び援助の実施状況について報告を求めることができる。 

第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による届出をして

労働者の募集に従事する承認中小事業主団体に対して、雇用情報及

び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これらに基づき当

該募集の内容又は方法について指導することにより、当該募集の効

果的かつ適切な実施を図るものとする。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規定により一般事

業主行動計画を策定しようとする一般事業主又はこれらの規定に

よる届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動計画の策定、

労働者への周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく措

置が円滑に実施されるように相談その他の援助の実施に努めるも

のとする。 

第三節 特定事業主行動計画 

第十九条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職

員で政令で定めるもの（以下「特定事業主」という。）は、政令で定

めるところにより、事業主行動計画策定指針に即して、特定事業主

行動計画（特定事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組に関する計画をいう。以下この条において同じ。）を

定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるもの

とする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施によ

り達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組の内容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようと

するときは、内閣府令で定めるところにより、採用した職員に占め

る女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時間の状況、

管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他のその事務

及び事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を把

握し、女性の職業生活における活躍を推進するために改善すべき事

情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなけれ

ばならない。この場合において、前項第二号の目標については、採

用する職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の

縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性職員の

割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを職員に周知させるための措置を講じなければ

ならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計画に基

づく取組の実施の状況を公表しなければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施すると

ともに、特定事業主行動計画に定められた目標を達成するよう努め

なければならない。 
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第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主（常時雇用する労働

者の数が三百人を超えるものに限る。）は、厚生労働省令で定めると

ころにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に

資するよう、その事業における女性の職業生活における活躍に関す

る次に掲げる情報を定期的に公表しなければならない。 

一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生

活に関する機会の提供に関する実績 

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する

雇用環境の整備に関する実績 

２ 第八条第一項に規定する一般事業主（前項に規定する一般事業

主を除く。）は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営

み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業にお

ける女性の職業生活における活躍に関する前項各号に掲げる情報

の少なくともいずれか一方を定期的に公表しなければならない。 

３ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定める

ところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択

に資するよう、その事業における女性の職業生活における活躍に関

する第一項各号に掲げる情報の少なくともいずれか一方を定期的

に公表するよう努めなければならない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業

生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その

事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する次に

掲げる情報を定期的に公表しなければならない。 

一 その任用し、又は任用しようとする女性に対する職業生活に関

する機会の提供に関する実績 

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活との両立に資する勤

務環境の整備に関する実績 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 

（職業指導等の措置等） 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、

職業指導、職業紹介、職業訓練、創業の支援その他の必要な措置を

講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、

前項の措置と相まって、職業生活を営み、又は営もうとする女性及

びその家族その他の関係者からの相談に応じ、関係機関の紹介その

他の情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるもの

とする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、そ

の事務を適切に実施することができるものとして内閣府令で定め

る基準に適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務

に従事していた者は、正当な理由なく、当該事務に関して知り得た

秘密を漏らしてはならない。 

（財政上の措置等） 

第二十三条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地

方公共団体の施策を支援するために必要な財政上の措置その他の

措置を講ずるよう努めるものとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十四条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するた

め、国及び公庫等（沖縄振興開発金融公庫その他の特別の法律によ

って設立された法人であって政令で定めるものをいう。）の役務又

は物件の調達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事

業主、特例認定一般事業主その他の女性の職業生活における活躍に

関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に関する取組

の実施の状況が優良な一般事業主（次項において「認定一般事業主

等」という。）の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するも

のとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注

の機会の増大その他の必要な施策を実施するように努めるものと

する。 

（啓発活動） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍

の推進について、国民の関心と理解を深め、かつ、その協力を得る

とともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十六条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組に資するよう、国内外における女性の職業生活における活躍の状

況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を行うものとす

る。 

（協議会） 

第二十七条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する事務及び事業を行う国及び地方公共団

体の機関（以下この条において「関係機関」という。）は、第二十二

条第一項の規定により国が講ずる措置及び同条第二項の規定によ

り地方公共団体が講ずる措置に係る事例その他の女性の職業生活

における活躍の推進に有用な情報を活用することにより、当該区域

において女性の職業生活における活躍の推進に関する取組が効果

的かつ円滑に実施されるようにするため、関係機関により構成され

る協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内にお

いて第二十二条第三項の規定による事務の委託がされている場合

には、当該委託を受けた者を協議会の構成員として加えるものとす

る。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協

議会に次に掲げる者を構成員として加えることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下この項において

「関係機関等」という。）が相互の連絡を図ることにより、女性の職

業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し、関係機関等の連

携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する取組について協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で

定めるところにより、その旨を公表しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第二十八条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事

していた者は、正当な理由なく、協議会の事務に関して知り得た秘

密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第二十九条 前二条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に

関し必要な事項は、協議会が定める。 

第五章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認
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めるときは、第八条第一項に規定する一般事業主又は認定一般事業

主若しくは特例認定一般事業主である同条第七項に規定する一般

事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をする

ことができる。 

（公表） 

第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項若しくは第二項の規

定による公表をせず、若しくは虚偽の公表をした第八条第一項に規

定する一般事業主又は第二十条第三項に規定する情報に関し虚偽

の公表をした認定一般事業主若しくは特例認定一般事業主である

第八条第七項に規定する一般事業主に対し、前条の規定による勧告

をした場合において、当該勧告を受けた者がこれに従わなかったと

きは、その旨を公表することができる。 

（権限の委任） 

第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第十二条、第十五条、第

十六条、第三十条及び前条に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生

労働省令で定めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委

任することができる。 

（政令への委任） 

第三十三条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため

必要な事項は、政令で定める。 

第六章 罰則 

第三十四条 第十六条第五項において準用する職業安定法第四十

一条第二項の規定による業務の停止の命令に違反して、労働者の募

集に従事した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役

又は五十万円以下の罰金に処する。 

一 第二十二条第四項の規定に違反して秘密を漏らした者 

二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏らした者 

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役

又は三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十六条第四項の規定による届出をしないで、労働者の募集に

従事した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十七条第二

項の規定による指示に従わなかった者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十九条又は

第四十条の規定に違反した者 

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の

罰金に処する。 

一 第十条第二項（第十四条第二項において準用する場合を含む。）

の規定に違反した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十条第一項

の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十条第二項

の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、

又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

四 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十一条第一

項の規定に違反して秘密を漏らした者 

第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人そ

の他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、第三十四条、第三

十六条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、そ

の法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告を

した者は、二十万円以下の過料に処する。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第三章（第

七条を除く。）、第五章（第二十八条を除く。）及び第六章（第三十条

を除く。）の規定並びに附則第五条の規定は、平成二十八年四月一日

から施行する。 

（この法律の失効） 

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限り、その効力を

失う。 

２ 第二十二条第三項の規定による委託に係る事務に従事してい

た者の当該事務に関して知り得た秘密については、同条第四項の規

定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定にかかわらず、同項に

規定する日後も、なおその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た

秘密については、第二十八条の規定（同条に係る罰則を含む。）は、

第一項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力

を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、

この法律は、第一項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、

なおその効力を有する。 

（政令への委任） 

第三条 前条第二項から第四項までに規定するもののほか、この法

律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、

この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この

法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を

講ずるものとする。 

附 則 （平成二九年三月三一日法律第一四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条を加える改正規定

及び附則第三十五条の規定 公布の日 

二及び三 略 

四 第二条中雇用保険法第十条の四第二項、第五十八条第一項、第

六十条の二第四項、第七十六条第二項及び第七十九条の二並びに附

則第十一条の二第一項の改正規定並びに同条第三項の改正規定

（「百分の五十を」を「百分の八十を」に改める部分に限る。）、第四

条の規定並びに第七条中育児・介護休業法第五十三条第五項及び第

六項並びに第六十四条の改正規定並びに附則第五条から第八条ま

で及び第十条の規定、附則第十三条中国家公務員退職手当法（昭和

二十八年法律第百八十二号）第十条第十項第五号の改正規定、附則

第十四条第二項及び第十七条の規定、附則第十八条（次号に掲げる

規定を除く。）の規定、附則第十九条中高年齢者等の雇用の安定等に

関する法律（昭和四十六年法律第六十八号）第三十八条第三項の改

正規定（「第四条第八項」を「第四条第九項」に改める部分に限る。）、

附則第二十条中建設労働者の雇用の改善等に関する法律（昭和五十

一年法律第三十三号）第三十条第一項の表第四条第八項の項、第三

十二条の十一から第三十二条の十五まで、第三十二条の十六第一項

及び第五十一条の項及び第四十八条の三及び第四十八条の四第一

項の項の改正規定、附則第二十一条、第二十二条、第二十六条から

第二十八条まで及び第三十二条の規定並びに附則第三十三条（次号

に掲げる規定を除く。）の規定 平成三十年一月一日 

（罰則に関する経過措置） 
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第三十四条 この法律（附則第一条第四号に掲げる規定にあっては、

当該規定）の施行前にした行為に対する罰則の適用については、な

お従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十五条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴

い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （令和元年六月五日法律第二四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内

において政令で定める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第三条中労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定

及び職業生活の充実等に関する法律第四条の改正規定並びに次条

及び附則第六条の規定 公布の日 

二 第二条の規定 公布の日から起算して三年を超えない範囲内

において政令で定める日 

（罰則に関する経過措置） 

第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用につい

ては、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第六条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関して必

要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、

この法律による改正後の規定の施行の状況について検討を加え、必

要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる

ものとする。 

附 則 （令和四年三月三一日法律第一二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和四年四月一日から施行する。ただし、次

の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第二条中職業安定法第三十二条及び第三十二条の十一第一項

の改正規定並びに附則第二十八条の規定 公布の日 

二 略 

三 第一条中雇用保険法第十条の四第二項及び第五十八条第一項

の改正規定、第二条の規定（第一号に掲げる改正規定並びに職業安

定法の目次の改正規定（「第四十八条」を「第四十七条の三」に改め

る部分に限る。）、同法第五条の二第一項の改正規定及び同法第四章

中第四十八条の前に一条を加える改正規定を除く。）並びに第三条

の規定（職業能力開発促進法第十条の三第一号の改正規定、同条に

一項を加える改正規定、同法第十五条の二第一項の改正規定及び同

法第十八条に一項を加える改正規定を除く。）並びに次条並びに附

則第五条、第六条及び第十条の規定、附則第十一条中国家公務員退

職手当法第十条第十項の改正規定、附則第十四条中青少年の雇用の

促進等に関する法律（昭和四十五年法律第九十八号）第四条第二項

及び第十八条の改正規定並びに同法第三十三条の改正規定（「、第十

一条中「公共職業安定所」とあるのは「地方運輸局」と、「厚生労働

省令」とあるのは「国土交通省令」と、「職業安定法第五条の五第一

項」とあるのは「船員職業安定法第十五条第一項」と」を削る部分

を除く。）並びに附則第十五条から第二十二条まで、第二十四条、第

二十五条及び第二十七条の規定 令和四年十月一日 

（政令への委任） 

第二十八条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に伴い

必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （令和四年六月一七日法律第六八号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法施行日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 

 

 

  



43 

 

配偶者からの暴力の防止及び 
被害者の保護等に関する法律 
（平成十三年四月十三日法律第三十一号） 

 

目次 

前文 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等（第二条の二・第二

条の三） 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条―第五条） 

第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二） 

第四章 保護命令（第十条―第二十二条） 

第五章 雑則（第二十三条―第二十八条） 

第五章の二 補則（第二十八条の二） 

第六章 罰則（第二十九条・第三十条） 

附則 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうた

われ、人権の擁護と男女平等の実現に向けた取組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人

権侵害であるにもかかわらず、被害者の救済が必ずしも十分に行わ

れてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者は、多くの場合

女性であり、経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を

加えることは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなって

いる。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るため

には、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保護するための施策を

講ずることが必要である。このことは、女性に対する暴力を根絶し

ようと努めている国際社会における取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の

体制を整備することにより、配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護を図るため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者から

の身体に対する暴力（身体に対する不法な攻撃であって生命又は身

体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心身に

有害な影響を及ぼす言動（以下この項及び第二十八条の二において

「身体に対する暴力等」と総称する。）をいい、配偶者からの身体に

対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が取

り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受

ける身体に対する暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた

者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事

実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、「離婚」には、婚姻の届

出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実

上離婚したと同様の事情に入ることを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとと

もに、被害者の自立を支援することを含め、その適切な保護を図る

責務を有する。 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労

働大臣（以下この条及び次条第五項において「主務大臣」という。）

は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関す

る基本的な方針（以下この条並びに次条第一項及び第三項において

「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の都

道府県基本計画及び同条第三項の市町村基本計画の指針となるべ

きものを定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な

事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内

容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施

策の実施に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとすると

きは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県におけ

る配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施

に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基本計画」

という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものと

する。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な

方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実

施内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施

策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、

都道府県基本計画を勘案して、当該市町村における配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な

計画（以下この条において「市町村基本計画」という。）を定めるよ

う努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画

を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又

は市町村基本計画の作成のために必要な助言その他の援助を行う

よう努めなければならない。 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の

適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターと

しての機能を果たすようにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各

施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすように

するよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護のため、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦

人相談員若しくは相談を行う機関を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な
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指導その他の必要な指導を行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者

及びその同伴する家族。次号、第六号、第五条、第八条の三及び第

九条において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時保護を

行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、

住宅の確保、援護等に関する制度の利用等について、情報の提供、

助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、

助言、関係機関への連絡その他の援助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、

助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生

労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、

必要に応じ、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため

の活動を行う民間の団体との連携に努めるものとする。 

（婦人相談員による相談等） 

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うこ

とができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うこ

とができる。 

第三章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身

体に対する暴力に限る。以下この章において同じ。）を受けている者

を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官

に通報するよう努めなければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者

からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認められる者を

発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官

に通報することができる。この場合において、その者の意思を尊重

するよう努めるものとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他

の守秘義務に関する法律の規定は、前二項の規定により通報するこ

とを妨げるものと解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者

からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認められる者を

発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談支援センター等の

利用について、その有する情報を提供するよう努めなければならな

い。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等） 

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は

相談を受けた場合には、必要に応じ、被害者に対し、第三条第三項

の規定により配偶者暴力相談支援センターが行う業務の内容につ

いて説明及び助言を行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨

するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われている

と認めるときは、警察法（昭和二十九年法律第百六十二号）、警察官

職務執行法（昭和二十三年法律第百三十六号）その他の法令の定め

るところにより、暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの

暴力による被害の発生を防止するために必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所

在地を包括する方面を除く方面については、方面本部長。第十五条

第三項において同じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴力を受けて

いる者から、配偶者からの暴力による被害を自ら防止するための援

助を受けたい旨の申出があり、その申出を相当と認めるときは、当

該配偶者からの暴力を受けている者に対し、国家公安委員会規則で

定めるところにより、当該被害を自ら防止するための措置の教示そ

の他配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な

援助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に定める

福祉に関する事務所（次条において「福祉事務所」という。）は、生

活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）、児童福祉法（昭和二十

二年法律第百六十四号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三十

九年法律第百二十九号）その他の法令の定めるところにより、被害

者の自立を支援するために必要な措置を講ずるよう努めなければ

ならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所、

児童相談所その他の都道府県又は市町村の関係機関その他の関係

機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な保護が行わ

れるよう、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の

執行に関して被害者から苦情の申出を受けたときは、適切かつ迅速

にこれを処理するよう努めるものとする。 

第四章 保護命令 

（保護命令） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対す

る脅迫（被害者の生命又は身体に対し害を加える旨を告知してする

脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受けた者に限る。以下こ

の章において同じ。）が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者

である場合にあっては配偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶

者からの身体に対する暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、又は

その婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者か

ら引き続き受ける身体に対する暴力。第十二条第一項第二号におい

て同じ。）により、配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者であ

る場合にあっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶者から

の生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその

婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引

き続き受ける身体に対する暴力。同号において同じ。）により、その

生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいときは、裁判所

は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられる

ことを防止するため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力

又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者。以

下この条、同項第三号及び第四号並びに第十八条第一項において同

じ。）に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるものとする。ただし、

第二号に掲げる事項については、申立ての時において被害者及び当

該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者の住居（当

該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この号にお
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いて同じ。）その他の場所において被害者の身辺につきまとい、又は

被害者の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいか

いしてはならないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者と共に生活

の本拠としている住居から退去すること及び当該住居の付近をは

いかいしてはならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第一号の規定による命

令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、そ

の生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶

者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効

力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、被害者に対

して次の各号に掲げるいずれの行為もしてはならないことを命ず

るものとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はそ

の知り得る状態に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、

連続して、電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて送信し、若しく

は電子メールを送信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時までの間

に、電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて送信し、又は電子メー

ルを送信すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させる

ような物を送付し、又はその知り得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこ

と。 

八 その性的羞(しゆう)恥心を害する事項を告げ、若しくはその知

り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害する文書、図画その他

の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこと。 

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達し

ない子（以下この項及び次項並びに第十二条第一項第三号において

単に「子」という。）と同居しているときであって、配偶者が幼年の

子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることその他の事情

があることから被害者がその同居している子に関して配偶者と面

会することを余儀なくされることを防止するため必要があると認

めるときは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発

した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が

加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が

生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算し

て六月を経過する日までの間、当該子の住居（当該配偶者と共に生

活の本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）、就学

する学校その他の場所において当該子の身辺につきまとい、又は当

該子の住居、就学する学校その他その通常所在する場所の付近をは

いかいしてはならないことを命ずるものとする。ただし、当該子が

十五歳以上であるときは、その同意がある場合に限る。 

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族そ

の他被害者と社会生活において密接な関係を有する者（被害者と同

居している子及び配偶者と同居している者を除く。以下この項及び

次項並びに第十二条第一項第四号において「親族等」という。）の住

居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っていることその

他の事情があることから被害者がその親族等に関して配偶者と面

会することを余儀なくされることを防止するため必要があると認

めるときは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発

した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が

加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が

生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算し

て六月を経過する日までの間、当該親族等の住居（当該配偶者と共

に生活の本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）そ

の他の場所において当該親族等の身辺につきまとい、又は当該親族

等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいし

てはならないことを命ずるものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子を除く。

以下この項において同じ。）の同意（当該親族等が十五歳未満の者又

は成年被後見人である場合にあっては、その法定代理人の同意）が

ある場合に限り、することができる。 

（管轄裁判所） 

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに係る事件は、相

手方の住所（日本国内に住所がないとき又は住所が知れないときは

居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地

を管轄する地方裁判所にもすることができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等

に対する脅迫が行われた地 

（保護命令の申立て） 

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定による命令（以下

「保護命令」という。）の申立ては、次に掲げる事項を記載した書面

でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受

けた状況 

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命

等に対する脅迫を受けた後の配偶者から受ける身体に対する暴力

により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認め

るに足りる申立ての時における事情 

三 第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合にあって

は、被害者が当該同居している子に関して配偶者と面会することを

余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要がある

と認めるに足りる申立ての時における事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合にあって

は、被害者が当該親族等に関して配偶者と面会することを余儀なく

されることを防止するため当該命令を発する必要があると認める

に足りる申立ての時における事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各

号に掲げる事項について相談し、又は援助若しくは保護を求めた事

実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官

署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号イからニま

でに掲げる事項の記載がない場合には、申立書には、同項第一号か

ら第四号までに掲げる事項についての申立人の供述を記載した書

面で公証人法（明治四十一年法律第五十三号）第五十八条ノ二第一

項の認証を受けたものを添付しなければならない。 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速
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やかに裁判をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができ

る審尋の期日を経なければ、これを発することができない。ただし、

その期日を経ることにより保護命令の申立ての目的を達すること

ができない事情があるときは、この限りでない。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の

記載がある場合には、裁判所は、当該配偶者暴力相談支援センター

又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又は援助若しくは保

護を求めた際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を記載

した書面の提出を求めるものとする。この場合において、当該配偶

者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長は、これに速やかに

応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相

談支援センター若しくは所属官署の長又は申立人から相談を受け、

若しくは援助若しくは保護を求められた職員に対し、同項の規定に

より書面の提出を求めた事項に関して更に説明を求めることがで

きる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなけ

ればならない。ただし、口頭弁論を経ないで決定をする場合には、

理由の要旨を示せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭し

た口頭弁論若しくは審尋の期日における言渡しによって、その効力

を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及

びその内容を申立人の住所又は居所を管轄する警視総監又は道府

県警察本部長に通知するものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援

センターの職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた事実

があり、かつ、申立書に当該事実に係る第十二条第一項第五号イか

らニまでに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速や

かに、保護命令を発した旨及びその内容を、当該申立書に名称が記

載された配偶者暴力相談支援センター（当該申立書に名称が記載さ

れた配偶者暴力相談支援センターが二以上ある場合にあっては、申

立人がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時

が最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に通知するものとす

る。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告

をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因とな

ることが明らかな事情があることにつき疎明があったときに限り、

抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告についての裁判が効力を生

ずるまでの間、保護命令の効力の停止を命ずることができる。事件

の記録が原裁判所に存する間は、原裁判所も、この処分を命ずるこ

とができる。 

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定による命令の効

力の停止を命ずる場合において、同条第二項から第四項までの規定

による命令が発せられているときは、裁判所は、当該命令の効力の

停止をも命じなければならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることが

できない。 

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令を取り消

す場合において、同条第二項から第四項までの規定による命令が発

せられているときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなけれ

ばならない。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命令について、

第三項若しくは第四項の規定によりその効力の停止を命じたとき

又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判所書記官は、速や

かに、その旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援セ

ンターの長に通知するものとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに抗告裁判

所が保護命令を取り消した場合について準用する。 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをし

た者の申立てがあった場合には、当該保護命令を取り消さなければ

ならない。第十条第一項第一号又は第二項から第四項までの規定に

よる命令にあっては同号の規定による命令が効力を生じた日から

起算して三月を経過した後において、同条第一項第二号の規定によ

る命令にあっては当該命令が効力を生じた日から起算して二週間

を経過した後において、これらの命令を受けた者が申し立て、当該

裁判所がこれらの命令の申立てをした者に異議がないことを確認

したときも、同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定による命令を

発した裁判所が前項の規定により当該命令を取り消す場合につい

て準用する。 

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の場合につい

て準用する。 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て） 

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が発せられた後

に当該発せられた命令の申立ての理由となった身体に対する暴力

又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする同号の規定に

よる命令の再度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に

生活の本拠としている住居から転居しようとする被害者がその責

めに帰することのできない事由により当該発せられた命令の効力

が生ずる日から起算して二月を経過する日までに当該住居からの

転居を完了することができないことその他の同号の規定による命

令を再度発する必要があると認めるべき事情があるときに限り、当

該命令を発するものとする。ただし、当該命令を発することにより

当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、当該

命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用につ

いては、同条第一項各号列記以外の部分中「次に掲げる事項」とあ

るのは「第一号、第二号及び第五号に掲げる事項並びに第十八条第

一項本文の事情」と、同項第五号中「前各号に掲げる事項」とある

のは「第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の

事情」と、同条第二項中「同項第一号から第四号までに掲げる事項」

とあるのは「同項第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第

一項本文の事情」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記

官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄写、その正本、謄本若しく

は抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求するこ

とができる。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立てに関し

口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、又は
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相手方に対する保護命令の送達があるまでの間は、この限りでない。 

（法務事務官による宣誓認証） 

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内

に公証人がいない場合又は公証人がその職務を行うことができな

い場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又はその

支局に勤務する法務事務官に第十二条第二項（第十八条第二項の規

定により読み替えて適用する場合を含む。）の認証を行わせること

ができる。 

（民事訴訟法の準用） 

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に

関する手続に関しては、その性質に反しない限り、民事訴訟法（平

成八年法律第百九号）の規定を準用する。 

（最高裁判所規則） 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続

に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定める。 

第五章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等

に職務上関係のある者（次項において「職務関係者」という。）は、

その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、その置かれている

環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を

尊重するとともに、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮を

しなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配

偶者からの暴力の特性等に関する理解を深めるために必要な研修

及び啓発を行うものとする。 

（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関

する国民の理解を深めるための教育及び啓発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護に資するため、加害者の更生のための指導の方法、被

害者の心身の健康を回復させるための方法等に関する調査研究の

推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努め

るものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体に対し、必要な援

助を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければ

ならない。 

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相

談所の運営に要する費用（次号に掲げる費用を除く。） 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保

護（同条第四項に規定する厚生労働大臣が定める基準を満たす者に

委託して行う場合を含む。）に要する費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が

行う業務に要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉

法人その他適当と認める者に委託して行う場合を含む。）及びこれ

に伴い必要な事務に要する費用 

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行

う業務に要する費用を支弁しなければならない。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第

一項の規定により支弁した費用のうち、同項第一号及び第二号に掲

げるものについては、その十分の五を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の十分の

五以内を補助することができる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項

第三号及び第四号に掲げるもの 

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用 

第五章の二 補則 

（この法律の準用） 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章までの規定は、生

活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生活に類する共同

生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手からの暴

力（当該関係にある相手からの身体に対する暴力等をいい、当該関

係にある相手からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が当

該関係を解消した場合にあっては、当該関係にあった者から引き続

き受ける身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者に

ついて準用する。この場合において、これらの規定中「配偶者から

の暴力」とあるのは「第二十八条の二に規定する関係にある相手か

らの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替え

るものとする。 

第二条 被害者 被害者（第二十八条の二に規定する関係

にある相手からの暴力を受けた者をいう。以下同じ。） 

第六条第一項 配偶者又は配偶者であった者

 同条に規定する関係にある相手又は同条に規定する

関係にある相手であった者 

第十条第一項から第四項まで、第十一条第二項第二号、第十二条第

一項第一号から第四号まで及び第十八条第一項 配 偶 者

 第二十八条の二に規定する関係にある相手 

第十条第一項 離婚をし、又はその婚姻が取り消された

場合 第二十八条の二に規定する関係を解消した場合 

第六章 罰則 

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用する第十条第

一項から第四項までの規定によるものを含む。次条において同じ。）

に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）又は第二十八条の二において読み替えて

準用する第十二条第一項（第二十八条の二において準用する第十八

条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定に

より記載すべき事項について虚偽の記載のある申立書により保護

命令の申立てをした者は、十万円以下の過料に処する。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から

施行する。ただし、第二章、第六条（配偶者暴力相談支援センター

に係る部分に限る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談支援センタ

ーに係る部分に限る。）、第二十七条及び第二十八条の規定は、平成

十四年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対し被害者

が配偶者からの身体に対する暴力に関して相談し、又は援助若しく

は保護を求めた場合における当該被害者からの保護命令の申立て
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に係る事件に関する第十二条第一項第四号並びに第十四条第二項

及び第三項の規定の適用については、これらの規定中「配偶者暴力

相談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」とする。 

（検討） 

第三条 この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途

として、この法律の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結

果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号） 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から

施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（次項において

「旧法」という。）第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規

定による命令に関する事件については、なお従前の例による。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に当該命

令の申立ての理由となった身体に対する不法な攻撃であって生命

又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由とするこの法律

による改正後の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る法律（以下「新法」という。）第十条第一項第二号の規定による命

令の申立て（この法律の施行後最初にされるものに限る。）があった

場合における新法第十八条第一項の規定の適用については、同項中

「二月」とあるのは、「二週間」とする。 

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三年を目途とし

て、新法の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づ

いて必要な措置が講ぜられるものとする。 

附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から

施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第十条の規定に

よる命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件につ

いては、なお従前の例による。 

附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行

する。 

附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、第十二条及

び第十五条から第十八条までの規定 平成二十六年十月一日 

附 則 （令和元年六月二六日法律第四六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行する。ただし、次

の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規定 公布の日 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要

な経過措置は、政令で定める。 

（検討等） 

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三年を目

途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律第

六条第一項及び第二項の通報の対象となる同条第一項に規定する

配偶者からの暴力の形態並びに同法第十条第一項から第四項まで

の規定による命令の申立てをすることができる同条第一項に規定

する被害者の範囲の拡大について検討を加え、その結果に基づいて

必要な措置を講ずるものとする。 

２ 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三年を目途に、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律第一条

第一項に規定する配偶者からの暴力に係る加害者の地域社会にお

ける更生のための指導及び支援の在り方について検討を加え、その

結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 （令和四年五月二五日法律第五二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。ただし、次

の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 次条並びに附則第三条、第五条及び第三十八条の規定 公布の

日 

（政令への委任） 

第三十八条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し

必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （令和四年六月一七日法律第六八号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法施行日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 

附 則 （令和五年五月一九日法律第三〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。ただし、次

の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第七条の規定 公布の日 

二 第二十一条の改正規定 民事訴訟法等の一部を改正する法律

（令和四年法律第四十八号。附則第三条において「民事訴訟法等改

正法」という。）附則第一条第四号に掲げる規定の施行の日 

（政令への委任） 

第七条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要

な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （令和五年六月一四日法律第五三号） 抄 

この法律は、公布の日から起算して五年を超えない範囲内において

政令で定める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 第三十二章の規定及び第三百八十八条の規定 公布の日 

二 第一条中民事執行法第二十二条第五号の改正規定、同法第二十

五条の改正規定、同法第二十六条の改正規定、同法第二十九条の改

正規定（「の謄本」の下に「又は電磁的記録に記録されている事項の

全部を記録した電磁的記録」を加える部分を除く。）、同法第九十一

条第一項第三号の改正規定、同法第百四十一条第一項第三号の改正

規定、同法第百八十一条第一項の改正規定、同条第四項の改正規定、

同法第百八十三条の改正規定、同法第百八十九条の改正規定及び同

法第百九十三条第一項の改正規定、第十二条、第三十三条、第三十

四条、第三十六条及び第三十七条の規定、第四十二条中組織的な犯
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罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律第三十九条第二項の

改正規定、第四十五条の規定（民法第九十八条第二項及び第百五十

一条第四項の改正規定を除く。）、第四十七条中鉄道抵当法第四十一

条の改正規定及び同法第四十三条第三項の改正規定、第四十八条及

び第四章の規定、第八十八条中民事訴訟費用等に関する法律第二条

の改正規定、第九十一条の規定、第百八十五条中配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護等に関する法律第十二条第三項の改正規

定、第百九十八条の規定並びに第三百八十七条の規定 公布の日か

ら起算して二年六月を超えない範囲内において政令で定める日 
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